独居高齢者における運動実践が心身機能低下および要介護発生に与える影響 by 藤井 啓介
独居高齢者における運動実践が心身機能低下および
要介護発生に与える影響
著者 藤井 啓介
内容記述 この博士論文は内容の要約のみの公開（または一部
非公開）になっています
発行年 2019
学位授与大学 筑波大学 (University of Tsukuba)
学位授与年度 2018
報告番号 12102甲第9150号
URL http://hdl.handle.net/2241/00156617
  
 
博 士 論 文 
 
 
 
独居高齢者における運動実践が 
心身機能低下および要介護発生に与える影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成 30 年度 
 
筑波大学大学院 
人間総合科学研究科 体育科学専攻 
 
藤井 啓介  
 目次 
第Ⅰ章 序論 .......................................................................................................................... 1 
第１節 背景 ...................................................................................................................... 1 
第２節 目的 ...................................................................................................................... 8 
第３節 用語の定義 ........................................................................................................... 8 
第Ⅱ章 文献研究 ................................................................................................................. 14 
第１節 独居高齢者の身体機能に関する研究 ................................................................. 14 
第２節 独居高齢者の認知機能に関する研究 ................................................................. 16 
第３節 独居高齢者の抑うつに関する研究 ..................................................................... 18 
第４節 独居高齢者の要介護発生に関する研究 .............................................................. 20 
第５節 地域活動に関する研究 ....................................................................................... 23 
第６節 運動実践に関する研究 ....................................................................................... 24 
第Ⅲ章 検討手順 ................................................................................................................. 26 
第１節 検討課題の設定 .................................................................................................. 26 
第２節 調査をおこなった地域（茨城県笠間市）の特性 ............................................... 29 
第３節 研究の限界 ......................................................................................................... 29 
第Ⅳ章 方法 ........................................................................................................................ 32 
第１節 調査・測定項目 .................................................................................................. 32 
第２節 統計学的手法 ...................................................................................................... 35 
第３節 本博士論文で用いるデータセット ..................................................................... 39 
第Ⅴ章 研究課題１－１：独居高齢者と非独居高齢者の心身機能の比較（横断的検討） 40 
第１節 緒言 .................................................................................................................... 40 
第２節 方法 .................................................................................................................... 41 
第３節 結果 .................................................................................................................... 44 
 第４節 考察 .................................................................................................................... 49 
第５節 結論 .................................................................................................................... 52 
第Ⅸ章 研究課題２－１：地域在住高齢者における地域活動への参加と心身機能との関連
性 －世帯構成と運動を伴う地域活動に着目した検討－（横断的検討） ......................... 84 
第１節 緒言 .................................................................................................................... 84 
第２節 方法 .................................................................................................................... 85 
第３節 結果 .................................................................................................................... 88 
第４節 考察 .................................................................................................................... 95 
第５節 結論 .................................................................................................................... 97 
第Ⅹ章 研究課題２－２：地域在住高齢者における運動実践と抑うつとの関連性 －世帯
構成と運動仲間の有無に着目した検討－（横断的検討） ................................................... 98 
第１節 緒言 .................................................................................................................... 98 
第２節 方法 .................................................................................................................... 99 
第３節 結果 .................................................................................................................. 102 
第４節 考察 ................................................................................................................... 111 
第５節 結論 ................................................................................................................... 115 
謝辞 ..................................................................................................................................... 143 
参考文献 ............................................................................................................................. 144 
関連論文 ............................................................................................................................. 163 
第Ⅰ章 序論 
1 
第Ⅰ章 序論 
 
第１節 背景 
 
１．緒言 
（１） わが国の独居高齢者の現状 
内閣府の平成 30 年版高齢社会白書（2018）によると，わが国の総人口は 1 億 2671 万人
であり，そのうち高齢者数は 3514 万人，高齢化率は 27.7%（2017 年 10 月 1 日時点）であ
る．1970 年に高齢化社会（高齢化率 7 %以上）を迎えて以降，急速な高齢化が進み続けて
いる（内閣府, 2018）．高齢化率が今後も増加の一途を辿る一方，出生数は減少を続けるた
め，高齢化率は 2035 年に 33.4 %に達し，3 人に 1 人が高齢者という状況を迎える．さらに
2065 年には 38.4%に達し，2.6 人に 1 人が高齢者になることが推測されている（内閣府, 
2018）．したがって，高齢者の増加に伴い，高齢者の生活を支援すべく健康支援方策が必要
なことは周知の事実である．そのため，わが国では高齢者の身体機能，認知機能，心理状
態に関する様々な研究がおこなわれ，それを基に健康支援方策を講じてきた．しかし，国
の方策が追いつかない程の急速な高齢化に伴い，医療費の高騰，認知症高齢者の増加など
の社会問題が生じており，その 1 つに世帯構成の変化がある．平成 29 年国民生活基礎調査
の結果から高齢者のいる世帯数は 2378万 7千世帯となり，全世帯 5042万 5千世帯の 47.2%
を占めている（厚生労働省, 2018）．高齢者のいる世帯を世帯構成別にみると，夫婦のみの
世帯と独居世帯を合わせて半数を超える状況である．なかでも独居世帯数は，1998 年では
272 万 4 千世帯であったものが 2017 年には 627 万 4 千世帯となり，約 20 年間で約 2.3 倍
と増加が著しい（厚生労働省, 2018）．さらに，独居世帯は高齢者のいる世帯の 26.4%を占
めている．今後，この数値は 2030 年に 37.4 %，2035 年に 39.0%，2040 年には 40.0%に
達すると推計されており，高齢者のいる世帯の 3 分の 1 以上が独居世帯という社会を迎え
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る（国立社会保障・人口問題研究所, 2018）．したがって，これまで高齢者が独居生活を営
むことは少数派であったが，近い将来に独居生活を営む者は多数派へと移行する社会を迎
えると考えられる．以上の背景から，独居高齢者の健康問題および独居に伴い生じる健康
問題を把握することは国家的な課題であると言っても過言ではない． 
 また，上述したようにわが国は深刻な高齢化が進み続けており，2025 年問題といった社
会的問題に直面することが明らかとなっている．わが国は，2025 年に団塊の世代（第一次
ベビーブームが起きた時期に生まれた世代）が 75 歳以上となり，国民の 3 人に 1 人以上が
65 歳以上，5 人に 1 人が 75 歳以上という全世界で経験したことのない社会を迎える．都市
部では，元々都市部で暮らしてきた者が 65 歳以上となって高齢者が増加することに加え，
配偶者の死去や生活困難をきっかけに都市部に住む子供の元へ移住していく「呼び寄せ介
護」によって，若いころは地方で暮らしていた高齢者までもが都市部へと移り住んでくる
ことから，高齢化が著しく深刻な状況に陥るとされている（中澤と小松, 2016）．この都市
部の深刻な高齢化の進行によって，高齢者に十分な医療・介護・保健サービスが提供でき
なくなる可能性が危惧されている．一方，地方では若年者が都市部へ移住することで人口
が減少し，高齢化率が高まるだけでなく，地方自治体そのものの存続が危ぶまれる事態に
直面している．このような事態に陥る主たる理由としては，少子化に加え，地方から都市
部への人口移動が収束しないことが大きく影響しているとされる．地方から都市部へ人口
が移動し，特に若者が移動することにより，地方は人口減少が加速していく．その結果と
して都市部では高齢化が進行し続け，高齢者が必要なサービスを受けることがますます困
難となっていくと考えられる．この問題の解決策の 1 つとしてわが国では高齢者の地方移
住が提案されている．高齢者の地方移住推進を具体的化する施策の 1 つが日本版 CCRC
（Continuing Care Retirment Community）構想である（内閣官房・ひと・しごと創生本
部, 2015）．このように考えていくと，今後は多くの高齢者が地方で暮らしていく可能性が
ある．そして，地方に暮らす高齢者は，慣れ親しんだその地域で暮らしを継続していくこ
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とが期待されていると考えられる．特に独居高齢者は都市部に暮らす子供から同居を薦め
られる機会もあるであろう．地方に暮らす独居高齢者が，慣れ親しんだ地域で活き活きと
暮らしていくためには，独居高齢者の健康問題の把握および健康支援方策を検討する必要
がある． 
 
（２） 独居高齢者の心身機能および要介護発生 
 これまでに独居高齢者の研究は欧米を中心におこなわれてきたが，主として配偶者と死
別した女性の心理状態に焦点をあてた限定的なものが多く，わが国において独居高齢者の
研究はほとんどされてこなかったと指摘されている（古谷野と安藤, 2011）．一般的に高齢
者は加齢に伴い，身体的・認知的・心理的な変化を伴うことが知られている（Demura et al., 
2003）．地域で暮らす独居高齢者はできる限り自宅での生活を続けることを望んでおり（日
本公衆衛生協会, 2013），独居高齢者が住み慣れた地域で過ごすための支援が必要であると
考えられる．独居高齢者の日常生活動作（Activities of Daily Living: 以下, ADLと記す）は
自立を保持している割合が多いことが報告されており（本田ら, 2002），また，非独居高齢
者と比べ同等もしくは高く保持されている（赤嶺と新城, 2006; Iliffe et al., 1992; 
Magaziner et al., 1988）という報告もある．以上のことより，世帯構成が独居世帯という
だけで直ちに支援が必要な状況とは限らないものの，独居高齢者は非独居高齢者と比較し，
日常生活での見守りや支援が得られにくいことは容易に想像できる． 
古谷野と安藤（2011）はわが国において独居高齢者の研究はほとんどされてこなかった
と報告しているが，近年のわが国の独居高齢者に関する研究を概観すると，抑うつ，主観
的健康感，主観的満足感などといった心理面に関する研究がおこなわれており，独居高齢
者は非独居高齢者と比べ，抑うつを有する割合が高いことや主観的健康感が低いこと，主
観的満足感が低いことが報告されている（Abe et al., 2012; 赤嶺と新城, 2006; Fukunaga 
et al, 2012; Honjo et al.; Kikuchi et al, 2014; 中尾ら, 2006; 山下ら, 1992; 吉田ら, 2005）．
第Ⅰ章 序論 
4 
独居高齢者の心理状態の特徴として，非独居高齢者と比べネガティブな状況であるという
一致した見解が得られていると考えられる． 
一方，わが国において独居高齢者に着目し，身体機能と認知機能について検討した先行
研究は少ないことが指摘されている（村田ら, 2008）．わが国で独居高齢者の身体機能，認
知機能について検討した先行研究（久保ら, 2014; 村田ら, 2008; 吉田ら, 2004）があるもの
の，独居高齢者と非独居高齢者の身体機能および認知機能について一致した見解は得られ
ていない上に，検討した先行研究の数は乏しく，特に縦断的検討はほとんど見当たらない
ことからも検討する余地がある．さらに高齢者における負のイベントのうち，最も重要な
イベントとして死亡がある．その死亡に次ぐ負のイベントとし，要介護認定の発生（以下, 要
介護発生と記す）がある．先行研究において要介護発生に関連するリスク因子には，高齢
であること，手段的ADLの中の手段的自立ができていないこと，服薬数が多いこと，過去1
年間に転倒歴を有すること等の報告（藤原ら, 2006; 平井ら, 2009）のみならず，抑うつを
有する高齢者は要介護発生リスクが高いことも報告されている（大森ら, 2010; Yamazaki et 
al., 2012）．抑うつを有する割合が高いと考えられる独居高齢者は，要介護発生リスクが高
い集団である可能性がある．しかし，独居高齢者における要介護発生リスクおよび要介護
発生と関連する心身機能に関する検討は未だ不明瞭である． 
独居高齢者は疾病や障害を生じた際の機能低下のスピードが速く（Sarwari et al, 1998），
また，障害を有する独居高齢者は施設に入所するリスクが高い（Tanihara et al., 2014 ）
との報告もあり，独居高齢者に対する介護予防の取り組みは非常に重要である．加えて，
わが国において独居高齢者数が増加することは明白な事実であることからも，高齢者が独
居生活を営むことが身体機能，認知機能，抑うつといった心身機能および要介護発生に与
える影響を検討することは重要である． 
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（３） 運動による心身機能低下および要介護発生予防の重要性 
 高齢者においてボランティアやサークルなどの地域活動に参加することは良好な心身機
能を保持すること，および要介護発生リスクを抑制することと関連があることが示されつ
つある（本田ら, 2010; Kanamori et al., 2012; 2014; 2015; 2016; 2018; yamakita et al., 
2015）．また，それらの地域活動の中でも特に運動を伴う活動はその効果が最も大きい可能
性が示されている（Kanamori et al., 2014）．したがって，独居高齢者の健康支援方策を考
える上でも，運動を伴う地域活動は推奨すべき方策の1つとなり得ると考えられる．しかし，
高齢期に関わらず運動実践がひとの健康に良い恩恵をもたらすことは様々な研究から明ら
かとなっており，運動実践自体が良い影響を与えるのか，他者との関わりも含まれる地域
活動によって運動と地域活動の相乗もしくは相加効果による良い影響があるのかは不明瞭
である．近年では，運動実践を独りでおこなうのか，他者とおこなうのかといった運動仲
間の存在に着目した研究が報告されてきている（Hayashi et al., 2018, Kanamori et al., 
2012; 2014; 2015; 2016; 2018, Takeda et al,, 2015）．これらの報告では，独りで運動実践
するのではなく，他者と実践している場合においてのみ，運動を実践していない者と比べ，
心身機能低下リスク（Hayashi et al., 2018, Kanamori et al., 2016; 2018, Takeda et al., 
2015）および要介護発生リスク（Kanamori et al., 2012; 2014）が有意に低いことを報告
している．しかしながら，必ずしも他者と実践することが独りで運動実践するよりも良好
であるといった結論は得られていない．加えて，これらの知見が独居高齢者に当てはまる
かは定かではない．独居高齢者は，1日の社会交流量が乏しい集団（内閣府, 2012）である
こともあり，他者との運動実践が良好な影響を受ける可能性もあるものの，その点は不明
である．独居高齢者の健康支援方策を検討する際に，運動を柱とした施策は現状でも十分
機能すると考えられるが，他者と実践すべきなのか，独りでの実践でも良いのか，独りで
も他者とでもどちらでも良いのかといった具体的な提案に向けて運動仲間の有無に着目し
た検討は必要不可欠であると考えられる． 
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２．着想に至った経緯 
 
 著者は，大学時代から現在まで，介護予防事業に学生ボランティアとして，また作業療
法士という国家資格を持つ専門家として関わることで，地域住民と交流を持つ機会を得て
きた．その中で，元気よく活動し，見た目は非常に活き活きとされているにも関わらず，
心理面は見た目とは異なり，良好でない方がいた．その際，私は，「独居高齢者は日中に豊
富な身体活動量と社会交流量を保持していても，独居生活といった世帯構成上，朝方や夕
方は一人でいる時間が多いことは必然である．よって，独居高齢者の方は，『見た目活き活
き，こころ鬱々』のような独居高齢者特有の心身の問題を有しているかもしれない」と考
えた．そのために，独居高齢者の心身機能特性を明らかにし，独居高齢者の健康支援方策
の作成に寄与したいと考えるようになった．しかしながら，独居高齢者に関する先行研究
の多くはサンプル数の不足が課題として挙げられている．著者は毎年約300人の高齢者を対
象に健診事業を実施しているが，このうち参加される独居高齢者は年間20名程度に留まり，
独居高齢者は健診事業に積極的に参加しない傾向があることを実感してきた．したがって，
独居高齢者には，自宅で回答可能な郵送調査法を用いることが最善な方法であると考え，
本博士論文では大規模な郵送調査法を用いていくこととした． 
 また，これまで介護予防事業に携わってきた経験から，運動を柱とした介護予防事業の
有効性を肌で感じてきた．そのために独居高齢者の健康支援方策を検討する際にも，運動
を柱とした健康支援方策を実践することに疑いはない．近年では，「他者との運動実践は独
りでの実践よりも心身に好影響を強く与える可能性がある」といった研究もある．ただし，
独居高齢者は非独居高齢者とは異なる集団であり，必ずしも同様の知見が得られるとも限
られないが，独居高齢者は社会交流が乏しいがゆえに，運動実践は他者とおこなうことが
良い可能性もある．したがって，独居高齢者の健康増進を目指した運動を柱とする健康支
援方策を検討するために，運動仲間の有無に焦点を当てていくこととした． 
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３．研究の意義 
 
 わが国において独居高齢者が今後も増加していくことは明白である．独居高齢者は，疾
病や障害など負のイベントが生じた際に機能低下速度が速いことが報告（Sarwari et al., 
1997）されており，早期介入として介護予防を重点的におこなうべき集団である可能性が
ある． 
 独居高齢者に対する心身機能低下予防および要介護発生の抑制を目指した健康支援方策
を講じるためには，第一に独居高齢者の心身機能の特性を把握する必要がある．しかしな
がら，現状では独居高齢者に関する心身機能において一致した見解が得られているのは抑
うつを有する割合が高いといった点のみであり，身体機能や認知機能に関する見解は一致
していない．身体機能や認知機能は要介護発生や認知症発生との関連性も報告されており，
重要な要素であるにも関わらず検討した研究は多くなく，サンプル数が少ない研究に留ま
っている．したがって，大規模な郵送調査法を用いて独居高齢者の心身機能および要介護
発生を検討することは独居高齢者の健康支援方策の作成に大きく寄与すると考えられる．
さらに，本博士論文では，独居高齢者の健康支援方策の1つの可能性として，運動を伴う地
域活動と心身機能との関連性および運動仲間の有無に着目し運動実践と心身機能との関連
性について検討していく．本検討から得られる知見は各自治体・行政に対して，実現可能
性の高い運動を柱とした健康支援方策を提案できる可能性があり，大変意義深いと考えら
れる．  
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第２節 目的 
 
本博士論文の目的は，独居生活を営むことが高齢者の心身機能および要介護発生に与え
る影響を明らかにするとともに，運動実践が独居高齢者の心身機能低下および要介護発生
に与える影響を明らかにすることである．目的を遂行するために，横断的かつ縦断的観察
データから独居生活を営むことが高齢者の心身機能および要介護発生に与える影響を明ら
かにする．次いで，地域活動および運動仲間の観点から横断的かつ縦断的観察データを用
いて，運動実践と心身機能低下および要介護発生との関連性を明らかにする． 
 
第３節 用語の定義 
 
１．独居高齢者 
 
 独居高齢者は，自宅にて一人で生活していると自己申告した65歳以上の者と定義した．
敷地内で別棟にて生活している者は，同居者に含まない．同じ敷地内であっても，階段や
廊下でつながっておらず，お互いが行き来するために一度外へ出る場合は別居とみなした．
古谷野ら（1994）によると，住民基本台帳上の独居高齢者のうち実際に一人暮らしをして
いる高齢者は約60%であったと報告されており，自宅にて一人で暮らしている高齢者を住民
基本台帳の情報のみによって判定するのは困難と考えられる．したがって，本博士論文で
は住民基本台帳の情報に基づく判断ではなく，高齢者自身が質問調査票に回答した内容か
ら独居高齢者と非独居高齢者を区別した． 
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２．非独居高齢者 
 
 非独居高齢者は，独居高齢者ではない65歳以上の者と定義した．非独居高齢者の主な世
帯構成としては，「夫婦のみ世帯」，「親と未婚の子のみの世帯」，「3世代世帯」，「その他の
世帯」があるが，本研究では，様々な世帯構成を一つにまとめて非独居高齢者とした． 
 
３．心身機能 
 
心身機能は，身体機能，認知機能，心理的機能と定義した．身体系の生理的機能を心身
機能という．身体とは人間の生体全体のことであることから，精神的（または心理的）機
能も心身機能に含まれると考えられる．そして，心身機能とは生活機能の枠組みのなかに
位置づけられる．ひとが生きていくためのあらゆる機能を包括して生活機能という．生活
機能に障害が生じると要介護状態あるいは要支援状態となり，心身機能は生活機能を構成
する上での重要な1つの要素である．そして，生活機能を構成する心身機能のなかでも特に
重要な機能として身体機能，認知機能，心理的機能がある． 
 
４．身体機能 
 
 身体機能は，身体パフォーマンステストや質問紙調査票の測定調査結果により評価され
る機能の総称と定義した．身体機能とは，自立して生活するために必要な動作を遂行する
能力である．身体機能を評価する方法として，主に2つの方法に大別される．1つは，椅子
からの立ち上がり時間や5 m通常歩行時間などの身体パフォーマンステストを用いて客観
的に評価する方法である．もう1つは，質問紙調査票を用いて身体機能に関する設問につい
て回答するといった主観的評価をおこなう方法である．また，高齢者の身体機能と同義で
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扱われる用語として「体力」がある．高齢者の体力は，機能的に自立して日常生活を円滑
に過ごすための身体的動作能力と定義されており，高齢者を対象とした場合，身体機能と
体力は同義で扱われることがほとんどであるため，本博士論文では，「身体機能」に統一し
て記載することとした．  
身体パフォーマンステストは客観的なデータであり，データの信頼性・妥当性は高いも
のの，多人数を対象とする研究には用いることができない．よって，本博士論文では質問
紙調査票による主観的な評価法を用いて身体機能を評価することとした．本博士論文にお
ける身体機能の評価法には，厚生労働省が作成した基本チェックリストの「運動器の機能
低下」に関する5項目を用いた（Fukutomi et al., 2013; 2015; 厚生労働省, 2012）．  
 
５．認知機能 
 
認知機能は，認知機能評価法や質問紙調査票の測定調査結果により評価される機能の総
称と定義した．認知機能とは，見当識や記憶，注意，視空間認知，思考，情報処理，判断，
言語，計算いった知的機能の総称であるとされている．また，抑制，ワーキングメモリー
（作業記憶），認知的柔軟性などの実行機能も認知機能に含まれる（Diamond, 2013）．認
知機能を評価する方法は，主に 2 つに大別される．1 つ目は，面接もしくは集団形式でおこ
なう認知機能評価法である．代表的なものとしては，Mini-Mental Statement Examination
（以下, MMSE と記す）（Folstein et al., 1975）や改訂長谷川式簡易知能評価スケール（以
下, HDS-R と記す）（加藤, 1991）がある．2 つ目は，質問紙調査票を用いて認知機能に関
する設問について回答するといった主観的評価をおこなう方法である．主観的な評価法は，
主に記憶，物忘れに関する主観的な評価である．記憶，物忘れに関する主観的な評価は認
知症の前駆症状である軽度認知障害の診断基準において重要な症状であり，客観的な認知
機能評価との関連性も報告されている（Gagnon et al., 1994; Jonker et al., 2000; Schofield 
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et al., 1997）．  
MMSE や HDS-R などは信頼性・妥当性は高いものの，身体機能評価と同様，本博士論
文のように大人数を対象に実施する研究には適切ではない．本博士論文おいて，認知機能
の評価には厚生労働省が作成した基本チェックリストの「認知症予防・支援」に関する 3
項目を用いた（Fukutomi et al., 2013; 2015; 厚生労働省, 2012）．  
 
６．抑うつ 
 
抑うつは，滅入った，ふさぎ込んだ，あるいは落ち込んだ心理状態のことと定義した．
本博士論文では，高齢者の心理的機能のなかでも特に抑うつに着目している．抑うつ自体
が本人の主観となるため，抑うつの評価には質問紙調査票を用いた主観的な評価をおこな
う．抑うつ評価のゴールドスタンダードは Center for Epidemiologic Studies Depression 
Scale（以下, CES-D）（Weissman et al, 1977）や Geriatric Depression Scale（以下, GDS
と記す）短縮版（Sheikh and Yesavage,, 1986; 矢冨, 1994）である．上記の評価法は面接
法でおこなう場合には問題はないが，本博士論文で用いた郵送調査法を実施する際には，
設問項目が多い上に答えづらい質問内容もあり，回答拒否などが多いことが十分に想定で
きるため，より簡易な評価法が必要となる．そこで本博士論文では，上記の評価方法と比
較し簡易である厚生労働省が作成した基本チェックリストの「うつ予防・支援」に関する 5
項目を用いた（Fukutomi et al., 2013; 2015, 厚生労働省, 2012）． 
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７．要介護発生 
 
要介護発生は，わが国の介護保険法によって定められている要介護状態および要支援状
態のどちらかの要介護認定を受けることと定義した．わが国の介護保険法において，要介
護認定には，要介護状態および要支援状態の2つの区分がある（厚生労働省, 1997）．要介護
状態とは，「身体上又は精神上の障害があるために，入浴，排せつ，食事等の日常生活にお
ける基本的な動作の全部又は一部について，厚生労働省令で定める期間にわたり継続して，
常時介護を要すると見込まれる状態であって，その介護の必要の程度に応じて厚生労働省
令で定める区分（要介護状態区分）のいずれかに該当するもの（要支援状態に該当するも
のを除く）をいう」と定められている．また，要支援状態とは，「身体上若しくは精神上の
障害があるために入浴，排せつ，食事等の日常生活における基本的な動作の全部若しくは
一部について厚生労働省令で定める期間にわたり継続して常時介護を要する状態の軽減若
しくは悪化の防止に特に資する支援を要すると見込まれ，又は身体上若しくは精神上の障
害があるために厚生労働省令で定める期間にわたり継続して日常生活を営むのに支障があ
ると見込まれる状態であって，支援の必要の程度に応じて厚生労働省令で定める区分（要
支援状態区分）のいずれかに該当するものをいう」と定められている． 
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８．地域活動 
 
 地域活動は，ひとが社会や地域において他者と交わる活動と定義した．例としては，ボ
ランティア活動，老人会，町内会，自治会，趣味サークル，運動サークルなど独りではな
く，他者と関わる活動が挙げられる．なお，地域活動は，社会参加および社会活動と同義
で扱われることが多い．当該分野では，community activity，social participation，social 
activityがキーワードになることも多く，上記の3つがはっきりと区別されてないことにた
め，博士論文においては，社会参加と社会活動を地域活動と表記する． 
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第Ⅱ章 文献研究 
 
第１節 独居高齢者の身体機能に関する研究 
 
高齢者において身体機能を維持することは活動的な長寿をもたらす重要な条件として知
られている（權ら, 2005）．Giampaoli et al（1999）は 4 年間の追跡調査の結果，ベースラ
イン調査時の握力が弱いことが 4 年後の ADL 障害発生を高めることを報告している．
Metter et al（1999）は，25 年間の追跡調査の結果，握力や筋量が低いことが将来の死亡
リスクを高めることを報告している．また，歩行能力は，ADL 能力や手段的 ADL
（Instrumental Activity of Daily living: 以下, IADL と記す）能力の予知因子であること
（Shinkai et al., 2000; Suzuki et al., 2003）や転倒発生の重要な予知因子でもあること（鈴
木ら, 1999）が報告されている．このように高齢期における身体機能は，ADL 障害，転倒
および死亡の発生との関連性が知られ，高齢者において身体機能を低下させない方策の重
要性が分かる． 
 これまで高齢者の身体機能に関する研究は数多く報告があるが，独居高齢者に着目し，
身体機能を検討した報告は少ない．「独居高齢者」，「一人暮らし高齢者」，「世帯構成」，「身
体」，「体力」をキーワードとして日本語データベース医中誌 Web（以下, 医中誌）を使用
し，わが国の独居高齢者と身体機能に関する検索用語を用いて検索をおこなった（「独居高
齢者 or 一人暮らし高齢者 or 世帯構成」and「身体 or 体力」）．その結果，49 編が抽出され
た．また，「living alone」，「living arrangement」，「household」，「physical function」，「older 
people」，「older」，「elderly」，「community-dwelling」，「Japan」をキーワードとして英語
データベース（PubMed）を使用し，検索をおこなった（［living alone or living arrangement 
or household］and［physical function］and［Japan］and［older or elderly］）．その結果，
211 編が該当した．日本語文献および英語文献合わせて 260 編が該当した．収集した文献
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のタイトルおよびアブストラクトから，本博士論文と関連が大きかったものはわずか 2 編
であった．検索で 260 編が該当したものの，その多くが独居高齢者に焦点を当てた研究と
は異なった．わが国において独居高齢者の身体機能を検討した数少ない研究として，久保
ら（2014）と村田ら（2008）が挙げられる． 
久保ら（2014）は，地域在住の独居高齢者 350 名と非独居高齢者 1,451 名を対象とし，
自記式質問紙郵送調査法を用いて身体機能を評価し検討した結果，独居高齢者は身体機能
が不良であったと報告している．一方，村田ら（2008）は女性の独居高齢者 63 名と非独居
高齢者 166 名を対象とし，身体パフォーマンステスト 7 項目（握力，大腿四頭筋筋力，上
肢巧緻性，片足立ち保持時間，最大歩行速度，10 m 障害物歩行時間）を用いて身体機能を
評価した結果，全項目において独居高齢者と非独居高齢者の間に有意な差異を認めなかっ
たと報告している． 
久保ら（2014）と村田ら（2008）の報告では，独居高齢者の身体機能に関する報告は一
致した見解が得られていない上に，下記に示すいくつかの検討すべき課題も認められる．
久保ら（2014）の報告は回答が簡易である自記式質問紙調査法を用いた検討であり，サン
プル数が 1,000 名を越える大規模な検討であるものの，独居高齢者数は 300 名程度に留ま
る．また，独居高齢者と非独居高齢者との間に有意な性差を認め，独居高齢者の方が女性
の割合が有意に高かった．性差と身体機能との関連性は十分知られている（村田ら, 2010; 
漆畑, 2010）ために，性差を考慮した検討が必要であるが，統計解析において性差を考慮し
た検討が実施されていない．村田ら（2008）の研究では，年齢を考慮した分析をおこなっ
ているが，身体機能は Body Mass Index（以下, BMI と記す）（Hardy et al., 2013）や関節
疾患（膝関節痛や腰痛など）の既往歴（岩瀬ら, 2014; Jinks et al., 2007; 白木原ら, 2001）
との関連性が報告されている．村田ら（2008）の報告は女性のみの検討に留まっている．
以上より，独居高齢者の身体機能を検討する際には上記の要因を考慮した検討が必要であ
るが，著者が知る限りではそういった先行研究は見当たらない． 
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第２節 独居高齢者の認知機能に関する研究 
 
高齢化率の高まりとともに認知症高齢者数の増加は避けられてない事態となっており，
実効性の高い認知症予防策の開発はわが国が抱える喫緊の課題である．高齢者の認知機能
は，身体機能と同様，加齢により低下していくことが知られている（Hoogendam et al., 
2014）．これは加齢に伴い，脳細胞が減少していくことから認知機能低下が生じるとされて
いる．高齢期における認知機能低下は，認知症発症や軽度認知障害のみならず，身体機能
（Ble et al., 2005; Bolandzadeh et al., 2015; Nieto et al., 2008; 尹, 2010），抑うつ
（McDermott et al., 2009），転倒（Kamińska et al., 2015）および死亡（Larson et al., 2004）
などの発生との関連性が知られ，認知機能低下が高齢者の健康に与える影響は非常に大き
いことが分かる．したがって，高齢者において認知機能を維持することは認知症発症の予
防，遅延化において重要であると考えられる．これまでに加齢，性，家族歴といった遺伝
的要因が認知機能低下のリスク因子として報告されている（Cassery et al., 2004; Ferri et 
al., 2005）．また，高齢者の認知機能は遺伝的要因よりむしろ環境的要因に影響されるとい
う報告もある（Gatz et al., 2006; Hendrie et al., 2001）．認知機能に影響を与える環境的要
因には教育歴（Evans et al., 1997; Hendrie et al., 2001）や身体活動量（Katzman et al., 
1993; Larson et al., 2006），社会交流（Abbott et al., 2004）などがある．そういった報告
がある中で，独居高齢者は非独居高齢者と比べ，3 年後の認知症発症リスクが約 1.9 倍であ
ったと報告されている（Fratiglioni et al., 2000）ことからも，高齢者が独居生活を営むラ
イフスタイルも認知機能に影響を与える環境的要因の 1 つとして考えられる． 
 しかし，身体機能に関する研究と同様，これまで高齢者の認知機能に関する研究は散見
されるものの，独居高齢者に着目し，認知機能を検討した報告は少ない．「独居高齢者」，「一
人暮らし高齢者」，「世帯構成」，「認知」をキーワードとして医中誌を使用し，わが国の独
居高齢者と認知機能に関する検索用語を用いて検索をおこなった（「独居高齢者 or 一人暮
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らし高齢者 or 世帯構成」and「認知」）．その結果，71 編が抽出された．また，「living alone」，
「living arrangement」，「household」，「cognitive function」，「older people」，「older」，
「elderly」，「community-dwelling」，「Japan」をキーワードとして英語データベース
（PubMed）を使用し，検索をおこなった（［living alone or living arrangement or 
household］and［cognitivel function］and［Japan］and［older or elderly］）．その結果，
90 編が該当した．日本語文献および英語文献合わせて 161 編が該当した．収集した文献の
タイトルおよびアブストラクトから，本博士論文と関連が大きかったものはわずか 3 編で
あった．該当した文献の多くが独居高齢者に焦点を当てた研究とは異なった．わが国にお
いて独居高齢者の認知機能を検討した数少ない研究として，吉田ら（2005），村田ら（2008），
久保ら（2014）が挙げられる．  
吉田ら（2005）は地域在住の独居高齢者 113 名（男性 18.6 %）と非独居高齢者 312 名（男
性 33.7 %）を対象とし，認知機能の 5 要素（注意機能，記憶機能，視空間認知機能，言語
機能，思考機能）を評価し，総合得点を算出可能なファイブ・コグ検査（矢冨，2010）を
用いて認知機能を評価した結果，独居高齢者と非独居高齢者の間に有意な違いを認めなか
ったことを報告している．村田ら（2008）は女性の独居高齢者 63 名と非独居高齢者 166
名を対象とし，認知機能評価法のゴールドスタンダードとして知られている MMSE
（Folstein et al., 1975）と Trail Making Test（以下, TMT と記す）（Reitan, 1958）を用
いて認知機能を評価したが，2 つの検査ともに独居高齢者と非独居高齢者の間に有意な違い
を認めなかったとしている．久保ら（2014）は，地域在住の独居高齢者 350 名と非独居高
齢者 1,451 名を対象とし，自記式質問紙調査法を用いて認知機能を評価し検討した結果，
独居高齢者と非独居高齢者の間に有意な違いを認めなかったと報告している． 
以上の先行研究より，独居高齢者と非独居高齢者との間において認知機能の差異はない
といった点では一致した見解が得られているものの，下記に示すいくつかの検討すべき課
題も認められる．高齢者の認知機能は年齢，性，抑うつ（Baune et al., 2007, Ganguli, 2006；
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西田，2012）等との関連性が報告されており，独居高齢者の認知機能を検討する際に考慮
すべき点である．しかし，吉田ら（2005），村田ら（2008），久保ら（2014）の報告では上
記の点を考慮された統計解析がなされておらず，著者が知る限りそのような検討をおこな
ったものはない． 
  
第３節 独居高齢者の抑うつに関する研究 
 
 高齢者の不良な心理状態の 1 つとして抑うつがある．その要因として，喪失体験が知ら
れている．高齢期は，加齢による心身機能低下などによる心身の健康の喪失，子供の自立
や定年，退職，配偶者や友人との死別などによる家族や社会とのつながりの喪失など様々
な喪失体験を経験する時期である．特に配偶者との死別は，抑うつ発症に大きなインパク
トを与えることが報告されている（Cole and Dendukuri, 2003）．その他にも，高齢期にお
ける抑うつは自殺（古川ら, 2004），認知症発症（Bielak et al., 2011; 西田ら, 2012; Wilson 
et al., 2004），認知機能低下（McDermott et al., 2009）身体機能低下（山縣ら, 2013），ADL
能力低下（Beekman et al., 2002），死亡（Cuijpers et al., 2014; Cuijpers and Smit, 2002; 
Schulz et al., 2000）との関連性も報告されている．したがって，抑うつが高齢者の健康に
与える影響は非常に大きいと考えられるため，高齢者において抑うつ予防に取り組む必要
性は高い． 
 先述したように独居高齢者に着目し，身体機能と認知機能を検討した報告は少ない．し
かしながら，独居高齢者の抑うつに焦点を当てた研究は欧米を中心に散見される（Forsell et 
al., 2000; Harris et al., 2006; Joutsenniemi et al., 2006; Russell et al., 2009; Zunzunegui 
et al., 2001）．それらの結果から，独居高齢者は高い抑うつリスクを有すると考えられてい
る．わが国の独居高齢者に抑うつ関する研究について，「独居高齢者」，「一人暮らし高齢者」，
「世帯構成」，「抑うつ」，「心理」をキーワードとして医中誌を使用し，わが国の独居高齢
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者と抑うつに関する検索用語を用いて検索をおこなった（「独居高齢者 or 一人暮らし高齢
者 or 世帯構成」and「抑うつ or 心理」）．その結果，68 編が抽出された．また，「living alone」，
「living arrangement」，「household」，「depression」，「mental」，「older」，「elderly」，
「community-dwelling」，「Japan」をキーワードとして英語データベース（PubMed）を
使用し，検索をおこなった（［living alone or living arrangement or household］and
［depression or mental］and［Japan］and［older or elderly］）．その結果，165 編が該当
した．日本語文献および英語文献合わせて 267 編が該当した．独居高齢者の身体機能と認
知機能を文献検索した際との大きな違いとしては，収集した文献のタイトルおよびアブス
トラクトから，本博士論文と関連が大きかった文献が多かったという点である．そして，
独居高齢者の抑うつに焦点を当てた先行研究の多くは，独居高齢者は非独居高齢者よりも
抑うつを有する割合が高い（Abe et al., 2012; Fukunaga et al., 2012; Kikuchi et al., 2014）
という結論に至っており，国外の研究と一致した見解が得られていると考えられる．  
Fukunaga et al（2012）は，独居高齢者 157 名，非独居高齢者 807 名を対象とし， GDS
を用いて抑うつを評価した結果，非独居高齢者と比べ，独居高齢者は抑うつを有する割合
が有意に高いことを報告している．Abe et al（2012）も GDS を用いて，独居高齢者 317
名と非独居高齢者 1,835 名の抑うつを比較した結果，Fukunaga et al（2012）同様に独居
高齢者は抑うつを有する割合が有意に高いことを報告している．また，Kikuchi et al.（2014）
は 65-74 歳の独居高齢者 185 名（男性 44.3 %）および非独居高齢者 162 名（男性 51.5 %）
を対象にK6（Kessler et al., 2003）を用いて抑うつを評価した結果，Fukunaga et al（2012）
同様に独居高齢者の方が抑うつを有する割合が有意に高いことを報告している．また，和
久井ら（2007）は，大都市部に在住する独居高齢者 250 名を対象に抑うつとその関連要因
の検討をおこなった結果，抑うつを有する割合は 43.6%と極めて高い保有率を示し，さら
に抑うつと強い関連性を認めたものは「独居期間が短いこと」，「要介護度が高いこと」，「ソ
ーシャルネットワークが小さいこと」と報告している． 
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以上のようにわが国の先行研究においても独居高齢者の抑うつを有する可能性が高いこ
とが報告されているが，そのほとんどが横断的検討に留まっている．わが国の独居高齢者
の抑うつを縦断的に検討した報告は Honjo et al（2018）のみである．Honjo et al は，3 年
間の縦断研究を実施，地域在住高齢者 42169 名を対象に世帯構成別に抑うつ発症リスクを
検討した結果，配偶者と暮らしている者と比べ，独居高齢者は有意に抑うつ発症リスクが
高かったことを報告しており，高齢者が独居生活を営むことは抑うつリスクと関連がある
ことが伺える． 
わが国の独居高齢者の抑うつに着目した検討は大都市部（和久井, 2007; Kikuchi, 2014），
離島（山下ら, 1992）といった地域を対象にしており，わが国の大半を占める農村地域にお
ける検討は少ない． Kikuchi et al（2014）の研究はサンプル数が 1000 を超える大規模な
研究であるが，前期高齢者のみの検討に留まる．急速な高齢化に伴い今後は後期高齢者が
増加するため，後期独居高齢者も含めた検討が必要となる．また，Honjo et al（2018）に
よって縦断的検討も実施されているが，ベースライン調査時点の世帯構成のみに焦点を当
てており，追跡調査時点の世帯構成の変更は考慮されていない．  
 
第４節 独居高齢者の要介護発生に関する研究 
 
 わが国は，2000 年に介護保険法が施行され，高齢者を取り巻く様々な支援をおこなって
きた．高齢者が日常生活に支援が必要な状態となった際に，介護保険法に基づき，一定の
審査を受け，要介護認定を受けることができれば，要介護認定サービスを受けることが可
能となる．近年の高齢化率の高まりとともに，要介護認定を受ける高齢者の数は増加の一
途をたどっている．要介護認定者数は 2000 年 4 月で 218 万人であったが，2017 年 4 月に
は 633 万人と 2.9 倍にも増加している．要介護認定者数の増加は社会保障費の圧迫に直結
し，わが国において極めて重要な問題である． 
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 高齢率の高まりと要介護認定者数の増加が社会保障費を高めている背景から，2000 年以
降，わが国で要介護発生に関する研究がなされてきた．まず，厚生労働省が高齢者の要介
護発生の原因をとして，脳血管疾患が 17.2%（男性 26.3%，女性 12.6%）と第一位，認知
症が 16.4%（男性 14.1%，女性 17.6%）15.3%と第二位であることを示した（厚生労働省，
2014）．また，海外では，Stuck（1999）のレビューをはじめとして，高齢者の心身機能低
下に関連する様々な要因が明らかになってきている．わが国でも要介護発生リスク要因で
ある心身機能低下に関する研究が蓄積されている．しかし，要介護発生の予防のためには，
地域在住高齢者を対象とし，要介護発生をアウトカムとしたコホート研究による知見が必
要である． 
要介護発生に関する文献収集をする際に，日本語では「要介護認定」，「要介護発生」，「要
介護状態」をキーワードとして検索をおこなうことで要介護発生に関する文献検索が可能
となる．一方，英語では文献検索を”long-term care”，“functional disability”の 2 つで検索
が可能となる．これらの研究を大きく大別すると，2 つに分けられる．1 つ目は，心身機能
低下や ADL 低下等といった要介護発生リスク要因をアウトカムとして用いる研究である．
2 つ目は，要介護発生をアウトカムとして実施された研究であり，先述したように要介護発
生の予防のためには，要介護発生をアウトカムとし実施された研究について述べていく．
また，要介護発生の定義は介護保険法を導入している国々によって異なるためにわが国と
同様の扱うことは難しいことから，わが国の介護保険法に基づいた要介護発生に関する研
究に絞って下記に述べていく． 
 要介護発生に関する研究は，一部横断研究もあるが，多くはコホート研究によって，要
介護発生に関連する要因を検討したものである．わが国において最も早く公表された研究
は藤原ら（2006）であろう．藤原ら（2006）は，ベースライン調査によって回答の得られ
た地域在住高齢者 1,544 名を対象に 3 年 4 か月間の追跡をおこない，要介護発生に関連す
る要因を検討した．その結果，高年齢，歩行能力低下，IADL 能力低下が抽出されたと報告
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している．また，次におこなわれた研究として平井ら（2009）がある．平井ら（2009）は，
地域在住高齢者 9,702 名を対象に，3 年間の追跡をおこない，藤原ら（2006）同様に要介
護発生に関連する要因を検討した．その結果，年齢が高い，治療中の疾病あり，服薬数多
い，1 年間の転倒歴あり，咀嚼力低い，排泄障害あり，IADL 能力の低下，主観的健康感が
低い，うつ状態，歩行時間 30 分未満，外出頻度少ない，友人と会う頻度月 1 回未満，自主
的参加なし，仕事をしていない，家事をしていないことであったと報告している．わが国
の要介護発生に関する要因を検討した大規模なコホート研究は上記の 2 つとなり，高年齢
であることを除き，これらの要因の多くは，各自治体の介護予防事業により制御可能であ
ると考えられる． 
藤原ら（2006）では，世帯構成別の検討は実施されておらず，独居高齢者の要介護発生
リスクは不明瞭であったものの，平井ら（2009）の報告では，男性において独居であるこ
とが要介護発生リスクと有意な関連性を認め，女性においては有意な傾向（P<0.10）であ
ることが示されていた．したがって，独居であることと要介護発生リスクとの関連性を明
らかにする必要がある．一方で，Saito et al（2014）は独居高齢者 54 名と非独居高齢者 1030
名を約 6 年間追跡調査した結果，独居高齢者は非独居高齢者と比べても，要介護発生リス
クに差異を認めなかったと報告している．しかしながら，Yamazaki et al（2012）は，わ
が国における要介護発生との関連要因が上記のようにあることを踏まえた上で，地域在住
高齢者 783 名を対象に抑うつを有する者 253 名と抑うつを有さない者 530 名に分けて，3
年間の追跡をおこなった結果，ベースライン調査時に抑うつを有する者は抑うつを有さな
い者に比べ，2.34 倍要介護発生リスクが高いことを報告している．未だ独居高齢者の要介
護発生リスクは不明瞭であるが，独居高齢者は抑うつを有する割合が高いことを鑑みると，
独居高齢者は要介護発生リスクが高い可能性が推察される． 
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第５節 地域活動に関する研究 
 
 社会交流は心身機能低下リスクを軽減することが示される一方（Stuck et al., 1999），不
良な社会交流は，死亡リスクを高めることが知られている（Iwasaki et al., 2002; Julianne 
et al., 2010）．よって，高齢者において他者との交流は重要であることが考えられ，他者と
の交流が促進される地域活動への参加によって死亡リスク（Aida et al., 2011；Hsu et al., 
2007；Glass et al., 1999；Iwasaki et al., 2002），要介護発生リスク（平井ら, 2009; James 
et al., 2011），心身機能低下リスク（Ciao et al., 2011; Cruwys et al., 2013; 本田ら, 2010; 
James et al., 2011）得られる恩恵は大きいとされている． 
以上のように，高齢期における地域活動への参加と健康との関連性を示す報告が多くな
されてきたが，近年では，特に運動をおこなう地域活動の参加は，運動をおこなわない地
域活動と比べ，心身機能低下や要介護発生を抑制することが報告されている（Kanamori et 
al., 2014; 2015; Takeda et al., 2015; Tsuji et al., 2017）． 
Kanamori et al（2014）は，地域活動に参加していない者に比べ，趣味活動をおこなう
地域活動に参加している者は，要介護発生リスクが0.75倍，運動をおこなう地域活動に参加
している者は，要介護発生リスクが0.64倍であることを報告している．Takeda et al（2015）
は，厚生労働省が50-59歳の中高年を対象に5年間の追跡結果から，運動をおこなう地域活
動および趣味・文化活動をおこなう地域活動に参加している者は，地域活動に参加してい
ない者と比べ，不良なメンタルヘルスに陥るリスクが有意に低かったとしている．また，
対象者像が特殊ではあるが，Tsuji et al（2017）は，東日本大震災の被災者を対象に，運動
を含む地域活動への参加は，抑うつの悪化を軽減することを示し，さらにその効果は歩行
量を増加させるよりも有効である可能性を示している．このように地域活動のなかでも，
特に運動をおこなう地域活動に参加することが高齢者の心身機能低下および要介護発生に
有効である可能性が示されつつある． 
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第６節 運動実践に関する研究 
 
 上記で述べたように，運動を含む地域活動に参加することは高齢者の健康に良い恩恵を
与える可能性がある．高齢期に関わらず運動実践することが健康に良い影響を与える成果
は多くの研究から示され周知の事実である．しかし，他者との交流を伴う運動実践を伴う
地域活動に参加することが健康に良い影響を及ぼしているのか，または運動実践そのもの
によって得られる効果なのかは不明瞭である． 
近年の研究では，運動実践する際に他者と一緒におこなった方が良いのか，一人でおこ
なった方が良いのかといった運動形態に着目した検討がなされている（Kanamori et al., 
2015 ; 2016; 2018，Takeda et al., 2015）．Kanamori et al（2016）は，地域在住高齢者21,684
名を対象に横断的検討をおこなった結果，運動非実践者と比べ，他者と運動をおこなう者
および一人でのみ運動をおこなう者の主観的健康感は有意に良好であることを示しただけ
でなく，一人でのみ運動をおこなう者と比べ，他者と運動をおこなう者は，主観的健康感
が有意に良好であると報告している．また，Kanamori et al（2018）は，地域在住高齢者
5,325名を対象として縦断研究を実施し，そのうち，ベースライン調査時点で抑うつを有さ
なかった者1,422名を対象に横断的検討をおこなった．その結果，運動非実践者と比べ，他
者と運動実践する者は2年後の抑うつ発症リスクが有意に低いことを報告し，一人でのみ運
動実践している者は，オッズ比は低い値を示しているものの有意性は認めなかったとして
いる． 
Kanamori et al（2015）は，他者と運動実践することの規定要因と身体的健康や精神的
健康などといった健康指標との関連性についてレビューでまとめている．その中では，他
者との運動実践が健康指標に与える効果のメカニズムは，身体活動，心理的要因，社会的
要因の3つの要因が関与している可能性を示している．身体活動は，一人での実践に比べ他
者との実践の方が運動継続につながりやすいことがメタ分析により報告されており（Burke 
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et al., 2006; Carron et al., 1996），さらに構造化されたスポーツ組織への参加は運動時間の
延伸に寄与する可能性が示唆されている（Firestone et al., 2015）．また，心理的要因とし
ては，中高年を対象とした介入研究により，一人での運動プログラムに比べ，他者との交
流を含む運動を組み合わせたプログラムに参加した者の方が，活動の自己評価や楽しさ，
達成感，満足感，自己認識の得点が高かったことが報告されている（横山ら，2003）．社会
的要因としては，システマティックレビューより，スポーツ組織への参加が社会的なつな
がりを強化することが報告されており（Eime et al., 2013），運動を伴う活動をおこなって
いる老人クラブへの参加が情緒的サポートを高めることが示されている（竹田ら, 2009）．
これらのメカニズムにより，他者との運動実践は，健康指標へ好影響を及ぼしていると考
えられている． 
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第Ⅲ章 検討手順 
 
第１節 検討課題の設定 
 
本博士論文では，独居生活を営むことが高齢者の心身機能および要介護発生に与える影
響を明らかにした上で，運動実践が独居高齢者の心身機能低下および要介護発生に与える
影響を明らかにする．当該目的を遂行するために，本博士論文では6つの研究課題を設定し
た（図１）． 
   
図１ 本博士論文のフローチャート 
 
 
 
  
独居高齢者と非独居高齢者の
心身機能の比較（横断的検討）
独居生活を営むことが高齢者の
心身機能に与える影響（縦断的検討）
課題1
課題1-1
課題1-2
課題2-1
課題2
地域活動への参加と心身機能との関連性
–世帯構成と運動を伴う地域活動に着目
した検討-（横断的検討）
独居高齢者における運動実践が
要介護発生に与える影響
（縦断的検討）
課題2-3
独居高齢者の要介護発生リスクおよび
要介護発生と心身機能との関連性
（縦断的検討）
独居生活を営むことが高齢者の
心身機能および要介護発生に
与える影響に関する検討
独居高齢者における運動実践が
心身機能低下および要介護発生
に与える影響に関する検討
課題1-3
運動実践と心身機能との関連性
-世帯構成と運動仲間の有無に着目
した検討－（横断的検討）
課題2-2
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研究課題１－１：独居高齢者と非独居高齢者の心身機能の比較（横断的検討） 
 独居高齢者の心身機能の特性として一致した見解が得られているものは，抑うつを有す
る割合が高いといった点に留まる（Abe et al., 2012; Fukunaga et al., 2012; Kikuchi et al., 
2014）．一方，身体機能や認知機能について検討した研究は少ない．したがって，独居高齢
者の健康支援方策を講じる前段階として，独居高齢者の心身機能の特性を明らかにする必
要がある． 
そこで本課題では，独居高齢者と非独居高齢者の身体機能，認知機能，抑うつといった
心身機能を比較し，独居高齢者の心身機能の特性を明らかにする．  
 
研究課題１－２：独居生活を営むことが高齢者の心身機能に与える影響（縦断的検討） 
 独居高齢者の心身機能の特性が未だ不明瞭である点は上述した通りである．課題 1－1 は
横断的検討であり，因果の逆転が生じる可能性があり，真に独居生活が高齢者の心身機能
に与える影響を検討するためには，縦断的研究が必要である．  
本課題では，独居生活を営むことが高齢者の心身機能に与える影響について検討し，高
齢者が独居生活を営む上での心身機能低下リスクを明らかにする． 
 
研究課題１－３：独居高齢者の要介護発生リスクおよび要介護発生と心身機能との関連性
（縦断的検討） 
 要介護発生と関連する因子を検討した研究において，独居世帯であることが要介護発生
リスクの 1 つに挙げられている報告がある（平井ら, 2009）．したがって，独居高齢者は要
介護発生リスクが高い集団である可能性がある．独居高齢者は非独居高齢者とは異なる心
身機能の特性を有している可能性があることから，要介護発生と関連する心身機能も異な
る可能性を秘めている．本課題では，独居高齢者の要介護発生リスクを非独居高齢者と比
較した上で，独居高齢者における要介護発生と心身機能との関連性を明らかにする． 
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研究課題２－１：地域活動への参加と心身機能との関連性 -世帯構成と運動を伴う地域活動
に着目した検討-（横断的検討） 
 近年，高齢者において地域活動などの社会参加が心身機能低下を抑制するといった成果
が報告されてきている．また，なかでも運動を伴う地域活動への参加は健康への恩恵が大
きいと考えられている．そこで，本課題では，課題1で得られた独居高齢者の心身機能の特
性に対して，地域活動との関連性について運動を伴う地域活動に着目し明らかにする． 
 
研究課題２－２：運動実践と心身機能との関連性 －世帯構成と運動仲間の有無に着目した
検討－（横断的検討） 
 運動を伴う地域活動への参加が高齢期の心身機能を良好に保つ可能性がある（Kanamori 
et al., 2014；2015；Takeda et al., 2016；Tsuji et al., 2017）．しかしながら，運動実践自
体の効果なのか，他者との交流による効果なのかは定かではない．そこで本課題は，独居
高齢者の運動実践と心身機能との関連性について運動を独りでおこなう，他者と一緒にお
こなうといった運動仲間の有無に着目し明らかにする． 
 
研究課題２－３：独居高齢者における運動実践が要介護発生に与える影響（縦断的検討） 
 独居高齢者の要介護発生を抑制する健康支援方策は未だ不明瞭である．しかし，高齢者
の要介護発生に関する先行研究を概観すると，運動を柱とした健康支援が効果的である可
能性がある．本課題では，課題2－1と課題2－2の結果を踏まえて，独居高齢者の運動実践
が要介護発生に与える影響について明らかにする． 
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第２節 調査をおこなった地域（茨城県笠間市）の特性 
 
 本博士論文の全ての課題は，茨城県笠間市の地域在住高齢者を対象にデータを収集した．
したがって，各課題の結果は，この標本抽出の範囲で得られたものであり，地域の特性が
影響している可能性がある．そのため，調査フィールドである茨城県笠間市の特性を下記
に示していく． 
 笠間市は，都心から87km離れた茨城県の中心部に位置する自治体である．2006年に西茨
城郡（友部町，岩間町）の2町と新設合併し，現在の笠間市が発足した．市の人口は75,079
人（2018年8月1日現在），高齢者率は30.8％（2018年7月1日現在）と県の高齢化率（28.8％）
を上回り，少子高齢化，人口減少が懸念されている（茨城県, 2018; 笠間市, 2018）．市の総
面積は240.40 km2，このうち6割が耕地面積および林野面積であり，農林水産省の農業地域
類型で平地農業地域，中間農業地域に該当する農村地域であり，一次産業が盛んな地域で
ある（農林水産省, 2015）．また，2012年には「健康都市かさま宣言」が告示され，笠間市
の市民，市内の団体，行政が連携し，健康な生活を送ることができる安心，安全が確立さ
れた「健康都市かさま」の構築を宣言している（笠間市, 2012）．  
 
第３節 研究の限界 
 
１．標本抽出に伴う限界 
 先行研究では，自治体等が開催する健診事業に参加する高齢者のほとんどは健康水準の
高い者に偏ること（菅ら, 2006;吉田ら, 2008）が報告されている．加えて，著者も毎年携わ
っている，高齢者を対象とした健診事業では独居高齢者の参加はごく僅かに留まっている．
したがって，この問題点を解決するために，本博士論文では，全ての課題において大規模
な自記式質問紙郵送調査法を用いており，課題2－2を除き，ほとんどが要介護認定を受け
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ている者を除いた全ての高齢者を対象とする全数調査を用いているために高い信頼性と妥
当性が担保される．しかしながら，回答率は約60%程度であることから，必ずしも全ての標
本を反映しているわけではない．この点は，郵送調査法に伴う限界であり，今後は回収率
を高める工夫を用いて更なる検討が求められる． 
 
２．調査をおこなった地域（茨城県笠間市）の特性に伴う限界 
先述の通り，本博士論文の対象者は，茨城県笠間市に在住する要介護認定を受けていな
い高齢者であった．一部，調査回答時期に要介護認定を申請している者や入院中の者もい
たが，それらの者は全ての除外をして検討を進めた．高齢者人口のうち独居高齢者が占め
る割合を都道府県別にみると，東京都が24.6%と最も高く，次いで鹿児島（23.1%），大阪
府（22.8%），高知県（22.1%），北海道（20.5%）であり，一方，最も低いのは山形県の10.7%，
福井県（12.2%），富山県（12.9%）であった．茨城県は13.0%であり，笠間市の独居高齢者
の割合は12.5%（2015年10月1日時点）であり，茨城県の割合に近い値を示し，わが国の2015
年10月1日時点の独居高齢者の割合18.0%（2015年10月1日時点）と比して，笠間市は独居
高齢者が占める割合が低い自治体であると考えられる（厚生労働省, 2018）．本博士論文の
結果は笠間市の地域特性や住民のライフスタイルの影響を受けている可能性があることに
加え，独居高齢者の割合は都道府県毎にも大きく異なることが確認できるため，更なる一
般化に向けて都市部など他の地域での検討が求められる．ただし，わが国の大半を占める
農村地域に関する知見であることから，農村地域においては一般化可能性の高い知見であ
ると考えられる． 
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３．研究デザインに伴う限界 
 本博士論文では，全ての課題が観察研究である．特に課題2においては，独居高齢者の健
康支援方策の有効性を検証するためには，介入研究が最適であると考えられる．今後は地
域単位の無作為化比較による効果検証が必要である． 
 
４．定義に伴う限界 
 本博士論文では，「第Ⅰ章 第 3 節 用語の定義」に示したとおり，使用する用語を定義
した．本博士論文で得られた知見は，この定義の範囲内で得られたものである． 
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第Ⅳ章 方法 
 
第１節 調査・測定項目 
 
１．基本属性 
 対象者の基本属性の調査項目は，年齢，性，教育歴，身長，体重，body mass index（kg/m2），
主観的経済状況，情緒的サポートの受領・提供，既往歴（高血圧症，脂質異常症，糖尿病，
外傷・骨折，関節痛・神経痛，脳血管疾患（脳出血，脳梗塞），認知症，精神疾患），IADL
能力であった． 
教育歴は，「最後に通った学校は，どれに当てはまりますか（中退を含む）」という問い
に対して，「小学校相当」，「中学校相当」，「高等学校相当」，「大学・大学院・短大・専門学
校相当」の 4 件法で回答を得た．「高等学校相当」，「大学・大学院・短大・専門学校相当」
を「高等学校相当以上」にコーディングした． 
主観的経済状況は，「あなたの現在の経済的な暮らしの状況を総合的に見て，どう感じて
いますか」という問いに対し「大変苦しい」，「やや苦しい」，「普通」，「やや余裕がある」，
「大変余裕がある」の 5 件法で回答を得た．「大変苦しい」，「やや苦しい」を「苦しい」に
コーディングした． 
情緒的サポートの受領は「困った時に相談できる人はいますか」，情緒的サポートの提供
は「家族や友人の相談にのっていますか」という問いに対して「はい」，「いいえ」で回答
を得た． 
IADL 能力は，基本チェックリストの「手段的日常生活動作」に関する 3 項目（0 点から
3 点）を用いて評価し，1 点以上を「IADL 能力低下」と判定した（Makizako et al., 2015）
（表１） 
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２．心身機能 
 心身機能の評価項目として，下記の 3 つを測定した． 
 
２－１．身体機能 
身体機能は基本チェックリストの「運動器の機能向上」に関する 5 項目（0 点から 5 点）
を用いて測定し，3 点以上を「身体機能低下」と評価した（Fukutomi et al., 2013; 2015; 厚
生労働省, 2012）（表１）． 
 
２－２．認知機能 
 認知機能は基本チェックリストの「認知症予防・支援」に関する 3 項目（0 点から 3 点）
を用いて測定し，1 点以上を「認知機能低下」と評価した（Fukutomi et al., 2013; 2015; 厚
生労働省, 2012）（表 1）． 
 
２－３．抑うつ 
抑うつは，基本チェックリストの「うつ予防・支援」に関する 5 項目（0 点から 5 点）を
用いて測定し，2 点以上を「抑うつ傾向」と評価した（Fukutomi et al., 2013; 2015; 厚生
労働省, 2012）（表 1）． 
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第２節 統計学的手法 
 
１．本博士論文における統計学的手法の特徴 
近年，統計的手法の一つである多重代入法による欠損値補完を用いた研究が報告されて
いる（Little et al., 2012）．中高齢者を対象とした研究においても多重代入法を用い，転倒
や抑うつをアウトカムにした研究が報告されている（北湯口ら, 2016; Takeda et al., 2015; 
Tsuji et al., 2017）．これまでの研究の多くは，欠損値を除外して分析を進めるリストワイ
ズ法が用いられている．しかし，リストワイズ法を用いた分析結果は選択バイアスを含み，
健康水準が高い者のデータに偏る可能性がある．加えて，サンプル数の確保が難しい独居
高齢者に関する研究では，欠損値を伴うデータを除外することはサンプル数を更に減らす
ことにもつながる．これに対し，ここ数年は欠損値を有したデータによるバイアスを最小
限に留める手法として，多重代入法を用いることが推奨されている（Little et al., 2012）．
独居高齢者を対象とする本博士論文において，選択バイアスを最小限に留めることは研究
の質を担保する上で有益であると考え，欠損値補完法として多重代入法を用いて進めた．
本博士論文で用いている全ての統計解析は IBM SPSS Statistics 25.0 for Windowsを用い，
危険率は 5%とした． 
 
２．多重代入法 
 上述したように本博士論文では，欠損バイアスを最小限にするために欠損値補完法とし
て多重代入法を用いた．ここでは欠損値補完に関する近年の動向と欠損値に対応する方法
について多重代入法を含めて説明をおこなう．本博士論文も該当する社会科学・自然科学
や医学・疫学・マーケティングなど人に関わる調査データを扱う分野においては，多くの
場合でデータ欠損が生じていると思われる．それらの多くは回答拒否や追跡期間中の脱落，
当日の体調不良で回答困難，不注意による無回答など様々な理由によって，本来得られる
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はずであったデータが一部欠損してしまう．この欠損データについて，従来は各研究者に
よって様々な対応がなされてきた．代表的な対応方法は完全ケース分析およびリストワイ
ズ削除と呼ばれる解析手法である．これは，全ての変数についてデータが得られている対
象者データだけを残し，一部でも変数に欠損がある対象者データを除外して解析を進める
方法である．この方法のデメリットはサンプル数が著しく低下（情報の損失）し，パラメ
ータ推定におけるバイアスおよび推定精度の低下が生じることである．変数が多数あり，
かつ欠損の割合が大きい場合には，完全ケースのサンプルサイズは本来得られたサンプル
数よりも極端に小さくなってしまう．また，結果に対して誤った解釈を導いてしまうリス
クも非常に高い．例えば，Schenker et al（2006）はアメリカ政府による全国健康栄養調査
を用いて，世帯収入への欠損の有無を様々な変数で説明するロジスティック回帰分析をお
こなった結果，①健康保険への加入の有無，②黒人か否か，③アメリカ生まれか否か，等
といった社会的弱者と考えられる要因が挙げられている．つまり，この全国健康栄養調査
のデータを用いて解析をおこなう際，欠損データを有するデータを除外して完全ケース分
析をおこなってしまうと社会的弱者のデータが欠落するバイアスが生じ，問題となること
を指摘している． 
一方，欠損値を代入する方法として代表的な方法は単一値補完法である．平均値を代入
する平均値代入法や観察されている別の変数を用いて，欠損値の予測値を計算して代入す
る回帰代入法がある．しかし平均値代入法と回帰代入法はともに，分散の過小推定が起き
ること，推定値の分散も過小評価されるといった問題が指摘されている（高井ら, 2018）．
また，欠損データがカテゴリカル変数として扱う場合におこなわれる方法として「欠損カ
テゴリー」を導入する方法があるが，これは Greenland and Finkle（1995）によるシミュ
レーション研究から推定値のバイアスが非常に大きくなることが指摘されている．このよ
うに完全ケース分析では著しいバイアスの混入が，単一値補完法では，推定値の分散の過
小評価が起こりうることが分かる．そこで近年用いられるようになってきた手法として，
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多重代入法がある．多重代入法は単一代入法を複数回実施して疑似完全データを作成し，
各疑似完全データごとに計算した複数の推定値の統合をおこなう手法である．多重代入法
の一般的なステップを下記に示す（図２）． 
①代入ステージ：単一代入法で利用されている欠損値の代入法のいずれか，またはデータ
拡大アルゴリズムなどを利用して D（≧2）個の疑似完全データを作成す
る． 
②解析ステージ：作成された D個の疑似完全データから D 個の推定値を得る． 
③統合ステージ：得られた D 個の推定値を統合する． 
 
図２ 多重代入法の概要 
 多重代入法は単一値補完法での分散や推定値の分散が一般に過小評価されるという問題
点を解決するために考案された方法であり，疑似完全データからの推定量の分散をより正
確に評価することを目的としている（Rubin, 1987）． 
 上記のように従来おこなわれてきた完全ケース分析をおこなうことは大きなサンプルサ
イズの低下を引き起こすとともに大きなバイアスが生じる．また，欠損値補完法を用いる
際にも単一値補完法では，推定値の分散が過小評価される問題が残る．そこで現状では，
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多重代入法が欠損値補完をおこなう方法論としては最善である可能性がある．  
欠損データの取り扱いは適切におこなわなければ研究結果に大きなバイアスを与え，最
終的な結論が歪まれたものになりかねない重要な問題である．Wood et al（2004）は学術
的にも一流雑誌とされる 4 誌（BMJ, Lancet, JAMA, New England Journal of Medicine）
で2001年下半期に発表された論文の多くが不適切な解析方法が採用されていたと報告して
いる．つまり，学術分野において欠損データの取り扱いは明確な指針が出されていなかっ
た現状がある．そういった背景もあり科学的研究において欠損データの問題を適切に取り
扱うことを目的に，全米学術研究会議が「臨床試験における欠測の防止と欠測データの取
り扱い」関する調査報告書（Little et al., 2012）を出版し，欠測データの扱いに関する詳細
な指針が示され，観察的疫学研究報告の質改善（STROBE）のための声明（Vandenvbroucke 
et al., 2007; 福原ら, 2009）において欠損値をどのように取り扱ったのかを詳細に示すこと
が記載され，欠損データに関する取扱いに関して議論が少しずつ盛んになりつつある．  
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第３節 本博士論文で用いるデータセット 
 
著者が所属する大藏研究室では，2008 年から茨城県笠間市に高齢者の健康，体力，身体
活動に着目した中規模コホート研究“かさまスタディ”を立ち上げた（Okura et al., 2017）．
かさまスタディの目的は，介護予防とサクセスフルエイジング支援に向けた地域に根づく
包括的システムの構築である．かさまスタディでは大きく 6 つの事業（①健診事業，②介
護予防運動教室，③ボラティア養成，④男性限定の運動教室，⑤認知機能向上を目的とし
た運動教室，⑥大規模郵送調査をおこなっている．本博士論文で検討する全ての課題は，
かさまスタディの大規模郵送調査で得られたデータセットを活用し検討した． 
大規模郵送調査は 2013年 6 月，2014年 6 月，2017 年 8月の 3 度にわたり実施した．2013
年の調査は，笠間市の要介護認定を受けていない全高齢者に対しておこなった．2014 年の
調査は，笠間市岩間地区の要介護認定を受けていない全高齢者に対して実施し，2017 年の
調査は，2013 年と 2014 年で回答が得られた高齢者を対象に追跡調査を実施したものであ
る． 
本博士論文の課題は，筑波大学体育系倫理委員会の承認を得ておこなった（体 26-31，体
26-132）．なお，用いたデータは茨城県笠間市より連結可能匿名化された状態で提供を受け
た．データを使用した研究の実施については，茨城県笠間市の個人情報保護法および研究
成果に関する申し合わせをおこなった上で同意を得た．
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第Ⅴ章 研究課題１－１：独居高齢者と非独居高齢者の心身機能の比較（横断
的検討） 
 
第１節 緒言 
 
 独居高齢者の心身機能に関するわが国のこれまでの研究を概観すると，独居高齢者は非
独居高齢者と比べ，抑うつを有する割合が高いこと（Abe et al., 2012; Fukunaga et al., 
2012; Kikuchi et al., 2014）が多くの横断的研究より明らかとなった．最近の Honjo et al
（2018）の縦断的研究より抑うつ発症リスクも高いことが報告された．一方で，身体機能
や認知機能に関する報告は少なく，未だ一致した見解が得られていない（久保ら; 2014, 村
田ら, 2008））．高齢期における身体機能低下や認知機能低下は，認知症（谷口ら, 2015）や
要介護発生（Shinkai et al., 2003）に繋がると示唆されていることから，独居高齢者の身
体機能と認知機能を明らかにすることは重要といえる．しかし，独居高齢者の先行研究は，
幾つかの課題を有している．例えば，高齢期における身体機能，認知機能，抑うつは教育
歴，経済状況，既往歴などといった背景因子の影響を受ける（Caroline et al., 2002; Hardy 
et al., 2013; 岩瀬ら, 2014; Jinks et al., 2007; 白木原ら, 2001; McDermott et al., 2009; 山
縣ら, 2013）と考えられるものの，独居高齢者に関する先行研究のほとんどではそれらに対
する十分な考慮がなされていない（Kikuchi et al., 2014; 久保ら, 2014; 村田ら, 2008）．  
 独居高齢者の日常生活動作能力は，自立レベルを維持している割合が高く（本田ら, 2002），
非独居高齢者と同等という報告（赤嶺と新城, 2006; Iliffe et al., 1992; Magaziner et al., 
1988）がある一方で，認知機能低下や抑うつのリスク因子である社会交流が乏しいことが
指摘されている（Fratiglioni et al., 2000; 増地と岸, 2001; 内閣府, 2011; 総務省, 2012）．
そこに先述の独居高齢者の心身機能に関する先行研究の動向を加味すると，独居高齢者は
非独居高齢者と比べ，認知機能や抑うつは不良な状態であるものの，身体機能は同等であ
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ることが推測される．以上のことから，本課題の仮説は，独居高齢者は非独居高齢者と比
べ，認知機能や抑うつが不良な状態であるものの，身体機能は同等であるとした．本課題
は，独居高齢者の十分なサンプル数が期待できる悉皆調査と選択バイアスを最小にする多
重代入法を用い，独居高齢者と非独居高齢者の身体機能，認知機能，抑うつを比較し，独
居高齢者の心身機能の特性を明らかにすることを目的とした．  
 
第２節 方法 
 
１．対象者 
 大藏研究室がかさまスタディの一環として，2013 年 6 月に大藏研究室と茨城県笠間市が
共同となり，地域在住の要介護認定を受けていない全高齢者 16,870 名を対象に自記式質問
票の郵送をおこない，10,339 名（回収率: 61.1%）から回答が得られた大規模調査のデータ
セットを活用した．そのうち，世帯構成に関する項目に欠損があった者（185 名），既往歴
に脳血管疾患（440 名），認知症（69 名），精神疾患（123 名）があると回答した者，計 781
名を除外し，9,558 名を分析対象者とした（図３）．なお，データセットは基本属性と心身
機能に関する部分に回答漏れがあった場合は電話による聞き取り調査をおこなったもので
ある． 
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図３ 課題 1－1 の対象者の選定手順 
 
２．測定項目 
 基本属性，心身機能の調査・測定項目については，「第Ⅳ章 第 1 節 調査・測定項目」に
前掲のとおりであった． 
 
３．統計解析 
 分析対象者において欠損値が 0.8%（IADL 能力）から 11.8%（教育歴）の範囲で認めら
れており，少なくとも 1 つ以上の欠損値を有した者は 1,779 名（18.6%）であった．したが
って，本研究では欠損バイアスを最小にするため，missing at random の仮定に基づき多重
代入法を用いて欠損値を補完した．欠損値が代入されたデータセットは 20 通り作成し
Rubin のルールに従って推定値を統合した（Carpenter et al., 2013; Enders, 2010; Rubin, 
1991; 2004）． 
多重代入法による欠損値補完の結果を確認するために，欠損値を有さない対象者（以下, 
完全データと記す）と欠損値を有した対象者（以下, 欠損データと記す）の基本属性をカイ
二乗検定で比較した．その後，完全データにおける独居高齢者と非独居高齢者の基本属性
2013年6月に笠間市在住の
要介護認定を受けていない
高齢者 16,870名
回答者10,339名
（回収率: 61.1%）
分析対象者9,558名
除外: 781名
・世帯構成に欠損あり 185名
・脳血管疾患の既往あり 440名
・認知症の既往あり 69名
・精神疾患の既往あり 123名
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を比較するためカイ二乗検定をおこなった． 
独居高齢者と非独居高齢者の心身機能の特性を比較するために従属変数に身体機能低下，
認知機能低下，抑うつ傾向，独立変数に世帯構成を投入したロジスティック回帰分析をお
こない，オッズ比と 95%信頼区間（95% Confidence Interval: 以下, 95%CI と記す）を算
出した．無調整モデルと 2 つの調整モデルを設定し，以下の共変量を投入した．調整モデ
ル 1 は，年齢，性を投入した．調整モデル 2 は，調整モデル 1 に加えて，教育歴，主観的
経済状況，情緒的サポートの受領・提供を共通した共変量として投入し，更に身体機能低
下の検討には，BMI，既往歴（関節痛・神経痛，外傷・骨折），認知機能，抑うつを，認知
機能低下の検討には，身体機能，抑うつを，抑うつ傾向の検討には，身体機能，認知機能
を投入した． 
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第３節 結果 
 
１．完全データと欠損データの基本属性の比較 
完全データと欠損データの基本属性の比較を表 2 に示した．分析対象者のうち，独居高
齢者は 1,176 名（12.3%）であった．欠損データは，完全データと比べ高齢，女性，独居，
主観的経済状況で苦しいと感じる，IADL 能力低下，身体機能低下，認知機能低下，抑うつ
傾向を有する割合が有意に高く，高等学校以上の教育歴，情緒的サポート受領・提供，既
往歴（脂質異常症，悪性腫瘍）を有する割合が有意に低かった． 
 
 
 
表２ 完全データと欠損データの比較
P値
年齢, 75歳以上 39.4 (3067) 54.9 (976) P< 0.01 0 (0.0)
性, 女性 53.1 (4127) 58.6 (1115) P< 0.01 0 (0.0)
世帯構成, 独居 11.7 (911) 14.9 (265) P< 0.01 0 (0.0)
body mass index, 25.0kg/m
2以上 23.9 (1863) 22.3 (344) 0.159 234 (2.4)
教育歴, 高等学校以上 66.6 (5184) 50.8 (330) P< 0.01 1129 (11.8)
主観的経済状況, 苦しい 16.5 (1280) 19.6 (329) P< 0.05 99 (1.0)
情緒的サポート受領, 有り 92.6 (7204) 90.4 (1304) P< 0.05 337 (3.5)
情緒的サポート提供, 有り 87.2 (6780) 79.2 (1352) P< 0.01 72 (0.8)
既往歴
　高血圧, 有り 46.3 (3599) 45.7 (813) 0.673 0 (0.0)
　脂質異常症, 有り 18.8 (1466) 15.2 (270) P< 0.01 0 (0.0)
　糖尿病, 有り 13.2 (1025) 12.5 (223) 0.483 0 (0.0)
　悪性腫瘍, 有り 9.9 (768) 8.2 (145) P< 0.05 0 (0.0)
　外傷・骨折, 有り 10.9 (845) 10.6 (189) 0.800 0 (0.0)
　関節痛・神経痛, 有り 19.8 (1543) 19.4 (346) 0.741 0 (0.0)
手段的日常生活動作能力低下, 該当 25.0 (1941) 37.1 (633) P< 0.01 73 (0.8)
心身機能
　身体機能低下, 該当 17.3 (1347) 26.3 (413) P< 0.01 209 (2.2)
　認知機能低下, 該当 33.6 (2612) 39.2 (663) P< 0.01 87 (0.9)
　抑うつ傾向, 該当 20.4 (1587) 28.3 (457) P< 0.01 166 (1.7)
分析対象者(n=9558)
欠損数(欠損率)
完全データ
(n=7779)
%(n) %(n)
欠損値を有した対象者データ
(n=1779)
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２．完全データにおける独居高齢者と非独居高齢者の基本属性の比較 
完全データにおける独居高齢者と非独居高齢者の基本属性の比較を表 3 に示した．完全
データにおいて独居高齢者は非独居高齢者に比して，高齢，女性，主観的経済状況で苦し
いと感じる，脂質異常症の既往，身体機能低下，抑うつ傾向を有する割合が有意に高く，
高等学校以上の教育歴，情緒的サポート受領・提供，IADL 能力低下を有する割合は有意に
低かった．その他の項目では群間差を認めなかった． 
 
 
  
表３ 完全データにおける独居高齢者と非独居高齢者の比較
年齢, 75歳以上 49.2 (448) 38.1 (2619) P< 0.01
性, 女性 68.2 (621) 51.0 (3506) P< 0.01
body mass index, 25.0kg/m
2以上 23.7 (216) 24.0 (1647) 0.901
教育歴, 高等学校以上 61.0 (556) 67.4 (4628) P< 0.01
主観的経済状況, 苦しい 21.4 (195) 15.8 (1085) P< 0.01
情緒的サポート受領, 有り 90.9 (828) 92.8 (6376) P< 0.05
情緒的サポート提供, 有り 80.7 (735) 88.0 (6045) P< 0.01
既往歴
　高血圧, 有り 48.5 (442) 46.0 (3157) 0.147
　脂質異常症, 有り 21.5 (196) 18.5 (1270) P< 0.05
　糖尿病, 有り 11.7 (107) 13.4 (918) 0.192
　悪性腫瘍, 有り 10.0 (91) 9.9 (677) 0.906
　外傷・骨折, 有り 12.3 (112) 10.7 (733) 0.141
　関節痛・神経痛, 有り 19.9 (181) 19.8 (1362) 0.965
手段的日常生活動作能力低下, 該当 17.7 (161) 25.9 (1780) P< 0.01
心身機能
　身体機能低下, 該当 21.0 (191) 16.8 (1156) P< 0.05
　認知機能低下, 該当 32.7 (298) 33.7 (2314) 0.576
　抑うつ傾向, 該当 27.2 (248) 19.5 (1339) P< 0.01
完全データ
(n=7779)
独居(n=911) 非独居(n=6868)
%(n)       %(n)
P値
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３．独居高齢者と非独居高齢者の心身機能の比較 
独居高齢者の身体機能低下，認知機能低下，抑うつ傾向に対するオッズ比および 95%CI
を表 4 示した．身体機能低下に対するオッズ比は無調整モデルで 1.31（95%CI: 1.13-1.52）
と有意に高い値を示した．しかし，調整モデル 1 で 0.97（95%CI: 0.82-1.14），調整モデル
2 で 0.85（95%CI: 0.70-1.04）と低い値を示したものの統計学的有意性は消失した．認知機
能低下に対するオッズ比は無調整モデルで 0.98（95%CI: 0.86-1.11），調整モデル 1 で 0.96
（95%CI: 0.84-1.10）と低い値を示したが，有意性を認めなかったものの，調整モデル 2
で 0.83（95%CI: 0.71-0.96）と有意に低い値を示した（図４）．抑うつ傾向に対するオッズ
比は無調整モデルで 1.62（95%CI: 1.41-1.86），調整モデル 1 で 1.47（95%CI: 1.28-1.70），
調整モデル 2 で 1.35（95%CI: 1.13-1.60）と有意に高い値を示した（図４）．
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第４節 考察 
 
本課題は，悉皆調査を用いて地域在住独居高齢者の身体機能，認知機能，抑うつを非独
居高齢者と比較することで独居高齢者の心身機能の特性を検討した．その結果，独居高齢
者の身体機能低下に対するオッズ比は非独居高齢者との間に有意な違いを認めなかった．
しかし，独居高齢者は非独居高齢者と比較して認知機能低下に対するオッズ比が有意に低
い値を示した一方，抑うつ傾向に対するオッズ比が有意に高い値を示した．  
久保ら（2014）は独居高齢者の身体機能について本課題同様に主観的評価方法を用いて
非独居高齢者と比較した結果，独居高齢者の身体機能は低かったと報告しており，本課題
における無調整モデルの結果は久保らと同様の結果であった．しかしながら，本課題の完
全データにおける独居高齢者と非独居高齢者の基本属性の比較結果より，独居高齢者の基
本属性は非独居高齢者と比べ有意な違いを認める項目があった．年齢を始め，性，抑うつ
傾向，主観的経済状況などの項目は世帯構成と身体機能の関連性に影響を与える可能性が
強いと考えられる（Taniguchi et al., 2016; 山縣ら, 2013）．そこで本課題では，これらの
変数を含む種々の背景因子の影響を除外したモデルを用いて検証することで先行研究の限
界を克服した．その結果，独居高齢者の身体機能低下に対するオッズ比の有意性が消失す
ることを確認した．このことから，独居高齢者は身体機能低下を有する割合は高いが，こ
の結果は年齢，性などといった背景因子の影響が大きいことが推察された．今後，独居高
齢者の身体機能低下予防を支援していく上では，年齢，性などといった背景因子に目を向
けることも重要であると考えられる． 
本課題では仮説に反して，独居高齢者の認知機能低下に対するオッズ比は非独居高齢者
よりも有意に低かった．独居高齢者は IADL 能力を良好に保持しているとされる（本田ら, 
2002; 吉満ら, 2015）．IADL 能力は，ADL よりも高次な生活機能であり（Lawton, 1972)，
近年では認知症の前段階とされる軽度認知障害との関連性も報告されている（Perneczky et 
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al., 2006)．非独居高齢者は IADL を自身がおこなわなくても，同居している者がおこなえ
ば日常生活を営むことができる．一方，独居高齢者は自身でそれらをおこなわなくては，
日常生活を営むことはできない．実際，本課題の独居高齢者は非独居高齢者と比べ IADL
能力が良好に保持されていた．したがって，独居高齢者は独居生活を営む上で最低限の
IADL を遂行する必要があり，その結果として本課題における独居高齢者の認知機能が非独
居高齢者に比べ良好に保持されていた可能性がある．ただし，本来は独居生活を営んでい
たものの，認知症や軽度認知障害といった何らかの認知機能低下を患う要介護状態に陥っ
たことにより，家族や親戚との同居生活に至ったケースもあると考えられる．本課題は，
自記式質問紙調査法を用いたために，認知機能が低下している独居高齢者は回答を避け，
認知機能が低下している非独居高齢者は同居者が代わりに回答した可能性も考えられ，そ
の結果として独居高齢者の認知機能低下に対するオッズ比が低くなった可能性も否定でき
ない．竹田ら（2010）と平井ら（2009）の報告では，認知症と要介護認定のリスク要因に
独居世帯が挙げられていることから，今後は縦断的評価や客観的認知機能評価を用いた研
究が望まれる． 
多くの先行研究において独居高齢者と抑うつとの関連性は確認されている（Abe et al., 
2012; Fukunaga et al., 2012; Kikuchi et al., 2014）．本課題も先行研究と同様の結果であっ
た．本課題の研究デザインからは高齢者が独居生活を営むことで抑うつリスクが高まる明
確なメカニズムに言及することはできないが，その一つの可能性として会話頻度があると
考える．毎日会話をしている高齢者の割合は非独居高齢者では約 9割であることに対して，
独居高齢者は約 6 割に留まっている（内閣府, 2011）．加えて，睡眠時間を除いた生活時間
のうち一人でいた時間を割合で示すと，非独居高齢者の 43.2%（6 時間 38 分）に対して，
独居高齢者は 76.5%（12 時間）と 1 日の大半を占めていた（総務省, 2012)．つまり，独居
高齢者は，日中他者と交流する機会があったとしても，朝方，夕方以降など一人でいる時
間が多くなることは避けらないと考えられる．したがって，本課題や先行研究において独
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居高齢者は抑うつ傾向との関連性が認められたと考えられる．なお，独居高齢者の抑うつ
軽減には，ソーシャルサポートの充実が有効な手段であると報告されており（Fukunaga et 
al, 2012），今後，独居高齢者に対してソーシャルサポートの充実を図ることが重要である
と考えられる．  
本課題において独居高齢者は先行研究と同様に，非独居高齢者よりも抑うつ傾向を有す
る可能性が有意に高いことが明らかとなった一方，認知機能低下を有する可能性は有意に
低いといったポジティブな知見も得られた．この結果は，従来からイメージとして抱いて
いる独居高齢者のネガティブなイメージとは異なっている．独居高齢者では抑うつに留意
して生活を営むことで認知機能を良好に保持することができ，非独居高齢者よりも自由か
つ健康的な豊かな生活を営める可能性が秘められていると考えることもできる． 
本課題の強みは 2 つある．1 つ目は，本課題は要介護認定を受けていない全高齢者を対象
にした郵送調査であるために健常者やフレイルを含む多様な集団のデータに基づいた知見
である点である．対象者が自ら会場に足を運ぶ健診事業等の調査は健康意識が高い人に偏
った結果が得られやすい（菅ら, 2006; 吉田ら, 2008）．本課題では虚弱な高齢者の回答も含
め，先行研究が抱えていたサンプル数の不足といった問題点を解決できた．2 つ目はデータ
欠損によるバイアスを最小限にするために多重代入法を用いている点である．少なくとも 1
つ以上の欠損値を有した対象者は，高等学校以上の教育歴を有する割合が低く，主観的経
済状況で苦しいと感じる割合，身体機能低下，認知機能低下，抑うつ傾向を有する割合が
高いといった，不健康に陥るリスクが高い集団であったが，本課題ではこれらの不健康に
陥るリスクの高い者を分析から除外することなく結果を導き出した．  
しかし，本課題にはいくつかの限界がある．本課題は横断研究から得られた成果に過ぎ
ない．本課題の結果は因果の逆転（例：認知機能低下を有するために同居生活に至った）
が生じている可能性は否定できない．よって，真に独居生活が高齢者の生活機能に与える
影響を検討するためには縦断研究が不可欠である．また，本課題は悉皆調査法により十分
第Ⅴ章 研究課題 1－1 
52 
なサンプル数を確保できているが，約 40%の対象者は調査票を返送していない．データ欠
損によるバイアスに対しては多重代入法により対応しているものの，返送した者と返送し
ていない者の間で選択バイアスが生じている可能性もあるため，回収率をさらに高める工
夫が必要である．最後に，今後は質問紙調査による身体・認知機能の主観的評価だけでな
く，客観性の高い身体パフォーマンステストや認知機能検査による検討や先行研究で独居
高齢者の抑うつとの関連性が確認されている独居期間に関する調査も必要であると考えら
れる． 
 
第５節 結論 
 
悉皆調査を用いて地域在住独居高齢者の心身機能を身体機能，認知機能，抑うつの観点
より非独居高齢者と比較することで，独居高齢者は認知機能低下を有する可能性が低い一
方，抑うつ傾向を有する可能性が有意に高いことが示された．各自治体は独居高齢者の健
康支援方策を検討する際には，まずは抑うつ予防に焦点を当てた取り組みを優先的に展開
することが期待される
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第Ⅸ章 研究課題２－１：地域在住高齢者における地域活動への参加と心身機
能との関連性 －世帯構成と運動を伴う地域活動に着目した検討－（横断的検
討） 
 
第１節 緒言 
 
 独居高齢者は非独居高齢者と比べ，自立レベルを維持している割合が高く（本田ら, 2002），
非独居高齢者と同等という報告（赤嶺と新城, 2006; Iliffe et al., 1992; Magaziner et al., 
1988）．ゆえに，世帯構成が独居世帯というだけで直ちに支援が必要な状況とは限らない．
しかし，独居は非独居高齢者に比して，疾病や障害を生じた際の機能低下速度が速いこと
が明らかになっている（Sarwari et al, 1998）．独居高齢者は非独居高齢者と比べ，日常生
活での見守りや支援を得にくいことが容易に想像でき，介護予防を優先的かつ重点的にお
こなうべき対象と考えられ，機能低下が生じる前から健康支援を行う必要がある．そして
研究課題 1 を通して，独居高齢者に対する健康支援に取り組む際には特に抑うつに着目す
る必要があることが明らかとなった．したがって，独居高齢者の健康支援を検討する際，
特に心理的健康の保持・増進に関する方策を検討することが重要と考えられる． 
近年，高齢者が地域活動へ参加することにより心理的健康を良好に保つことができると
いわれている（Ciao et al., 2011; Cruwys et al., 2013; 本田ら, 2010; James et al., 2011）．
独居高齢者は，抑うつのリスク要因である社会交流が乏しいことが報告されており（増地
と岸, 2001; 内閣府, 2011; 総務省, 2012）．そのため，独居高齢者が地域活動に参加するこ
とで，社会交流の改善を介して効果的に心理面への恩恵を受けることができる可能性を秘
めている．しかし，これまでに地域活動への参加と抑うつとの関連性について世帯構成を
踏まえて検討した例はない．そこで，本課題は高齢者における地域活動への参加と抑うつ
との関連性について世帯構成に着目し明らかにすることを目的とした．また，Kanamori et 
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al（2014）は，地域活動の中でも，特に運動を伴う地域活動が要介護発生リスクを抑制す
る可能性があることを報告していることより，本課題においては運動を伴う地域活動，運
動を伴わない地域活動に分けた詳細な検討を進めることとした．これにより，独居高齢者
に対する抑うつ予防を目指した健康支援方策を構築するための一助となることが期待され
る．本課題の仮説は地域活動へ参加している独居高齢者は，地域活動へ参加していない独
居高齢者よりも良好な心理的健康を保持している，ならびに特に運動を伴う地域活動への
参加している独居高齢者は良好な心理的健康を保持しているとした． 
 
第２節 方法 
 
１．対象者 
大藏研究室がかさまスタディの一環として，2013 年 6 月に大藏研究室と茨城県笠間市が共
同となり，地域在住の要介護認定を受けていない全高齢者 16,870 名を対象に自記式質問票
の郵送をおこない，10,339 名（回収率: 61.1%）から回答が得られた大規模調査のデータセ
ットを活用した．そのうち，世帯構成に関する項目に欠損があった者（185 名），既往歴に
脳血管疾患（440 名），認知症（69 名），精神疾患（123 名）があると回答した者，地域活
動に関する項目に欠損があった者（2043 名），計 3,254 名を除外し，7,085 名を分析対象者
とした（図１０）．なお，データセットは基本属性と心身機能に関する部分に回答漏れがあ
った場合は電話による聞き取り調査をおこなったものである． 
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図１０ 課題 2－1 の分析対象者の選定手順 
 
２．測定項目 
基本属性，心身機能の調査・測定項目については，「第Ⅳ章 第 1 節 調査・測定項目」に
前掲のとおりであった． 
地域活動については，「地域活動（サークル，高齢者クラブ，ボランティア等）に参加し
ていますか」という問いに対して，「はい」，「いいえ」で回答を得た．また，参加している
場合には，その活動内容を具体的に記入していただいた．地域活動の内容から，運動を伴
う地域活動，運動を伴わない地域活動に分類した． 
 
 
 
2013年6月に笠間市在住の
要介護認定を受けていない
高齢者 16,870名
回答者10,339名
（回収率: 61.1%）
分析対象者7,085名
除外: 781名
・世帯構成に欠損あり 185名
・脳血管疾患の既往あり 440名
・認知症の既往あり 69名
・精神疾患の既往あり 123名
・地域活動に欠損あり 2043名
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３．統計解析 
 分析対象者において欠損値が 2.3%（情緒的サポート提供）認めたものの，他課題と異な
り，データ欠損が少ない分析対象者となった．欠損値が 5%未満であれば，リストワイズ法
を用いた統計解析と欠損値補完法を用いた統計解析の結果に大きな差はなく，バイアスの
影響は小さいとされる．したがって，本課題では，リストワイズ法を用いて分析を進めて
いくこととし，最終的な分析対象者は，情緒的サポートに欠損のあった者（161 名）を除 外
し，6,924 名となった． 
 独居高齢者と非独居高齢者の基本属性の比較にはカイ二乗検定を用いた．世帯構成およ
び地域活動と抑うつとの関連性についてはロジスティック回帰分析をおこない，オッズ比
と 95%CI を算出した．従属変数に抑うつ傾向，独立変数に世帯構成と地域活動の組み合わ
せ（独居高齢者×地域活動不参加，独居高齢者×地域活動参加，非独居高齢者×地域活動
不参加，非独居高齢者×地域活動参加）を投入した．無調整モデルと 2 つの調整モデルを
設定し，以下の共変量を投入した．調整モデル 1 は，年齢，性を調整した．調整モデル 2
は，調整モデル 1 に加えて，教育歴，主観的経済状況，情緒的サポートの受領・提供，身
体機能，認知機能を共変量として投入した． 
次いで，独居高齢者における運動を伴う地域活動への参加と抑うつとの関連性について
もロジスティック回帰分析を用いた．従属変数に抑うつ傾向，独立変数に地域活動の内容
別（地域活動不参加，運動を伴わない地域活動，運動を伴う地域活動）を投入した．共変
量については，先述した世帯構成および地域活動と抑うつとの関連性と同様である． 
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第３節 結果 
 
１．独居高齢者と非独居高齢者の基本属性の比較 
 独居高齢者と非独居高齢者の基本属性の比較結果を表 14 に示した．独居高齢者は非独居
高齢者と比べ，高齢，女性，主観的経済状況で苦しいと感じる，身体機能低下，抑うつ傾
向を有する者の割合が有意に高く，高等学校以上の教育歴，情緒的サポートの提供，糖尿
病の既往，IADL 能力低下を有する者の割合が有意に低かった． 
 
 
 
表１４ 独居高齢者と非独居高齢者の比較
P値
年齢, 75歳以上 48.4 (384) 37.2 (2281) P< 0.01
性, 女性 68.6 (545) 51.0 (3124) P< 0.01
地域活動, 参加 33.2 (264) 32.9 (2014) 0.824
地域活動内容別
　非実践 66.8 (530) 67.0 (4108)
　運動を伴わない地域活動 21.2 (168) 20.0 (1225) 0.624
　運動を伴う地域活動 12.1 (96) 13.0 (797)
body mass index, 25.0kg/m
2以上 23.2 (184) 23.5 (1440) 0.134
教育歴, 高等学校以上 62.8 (499) 68.5 (4199) P< 0.05
主観的経済状況, 苦しい 21.9 (174) 16.1 (984) P< 0.01
情緒的サポート受領, 有り 91.1 (723) 92.4 (5664) 0.184
情緒的サポート提供, 有り 81.2 (645) 87.8 (745) P< 0.01
既往歴
　高血圧症, 有り 47.5 (377) 45.8 (2805) 0.359
　脂質異常症, 有り 21.0 (167) 18.9 (1160) 0.155
　糖尿病, 有り 11.0 (87) 13.6 (834) P< 0.05
　外傷・骨折, 有り 12.7 (101) 10.7 (657) 0.089
　関節痛・神経痛, 有り 20.4 (162) 19.7 (1209) 0.651
手段的日常生活動作能力低下, 該当 18.8 (149) 26.5 (1622) P< 0.01
身体機能低下，該当 20.8 (165) 16.7 (1026) P< 0.05
認知機能低下, 該当 32.9 (261) 33.6 (2060) 0.68
抑うつ傾向, 該当 26.4 (210) 19.5 (1197) P< 0.01
独居高齢者
(n=794)
非独居高齢者
(n=6130)
%(n) %(n)
最終分析対象者(n=6924)
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２．世帯構成および地域活動と抑うつとの関連性 
 世帯構成と地域活動の組み合わせと抑うつとの関連性の結果を表 15・図 11 に示した．そ
の結果，地域活動に参加していない独居高齢者は，地域活動に参加している独居高齢者と
比べ，抑うつ傾向に対するオッズ比が無調整モデルで 2.28（95%CI: 1.59-3.27），調整モデ
ル 1 で 2.44（95%CI: 1.69-3.52），調整モデル 2 で 1.71（95%CI: 1.14-2.56）と全てのモデ
ルで有意に高い値を示した．一方，地域活動に参加している独居高齢者と比して，地域活
動に参加していない非独居高齢者の抑うつ傾向に対するオッズ比は，無調整モデルで 1.43
（95%CI: 1.04-1.97），調整モデル 1 で 1.61（95%CI: 1.16-2.23）と有意に低い値を示した
が，調整モデル 2 で 1.27（95%CI: 0.89-1.82）と低い値を示すものの統計学的有意性は消
失し，地域活動に参加している非独居高齢者の抑うつ傾向に対するオッズ比は，無調整モ
デルで 0.70（95%CI: 0.50-0.98）と有意に低い値を示したものの，調整モデル 1 で 0.81
（95%CI: 0.57-1.14），調整モデル 2 で 0.93（95%CI: 0.64-1.35）と統計学的有意性の消失
が認められた． 
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３．独居高齢者における運動を伴う地域活動への参加と抑うつ傾向との関連性 
 独居高齢者において運動を伴う地域活動への参加と抑うつとの関連性を検討した結果を
表 16・図 12 に示した．その結果，運動を伴う地域活動に参加している独居高齢者は，地域
活動に参加していない独居高齢者と比べ，抑うつ傾向に対するオッズ比が無調整モデルで
0.34（95%CI: 0.19-0.62)，調整モデル 1 で 0.31（95%CI: 0.17-0.56），調整モデル 2 で 0.42
（95%CI: 0.21-0.79）と有意に低い値を示した．一方，運動を伴わない地域活動に参加して
いる独居高齢者は，無調整モデルで 0.50（95%CI: 0.32-0.76），調整モデル 1 で 0.48（95%CI: 
0.31-0.73）と有意に低い値を示したが，調整モデル 2 で 0.75（95%CI: 0.47-1.21）と統計
学的有意性の消失が認められた． 
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第４節 考察 
 
 本課題は，地域活動への参加と抑うつとの関連性を世帯構成および運動を伴う地域活動
に着目し検討をおこなった．その結果，地域活動に参加していない独居高齢者は，地域活
動に参加している独居高齢者と比べ，抑うつ傾向に対するオッズ比（調整モデル 2）が 1.71
（95%CI: 1.14-2.56）と有意に高い値を示した．本田ら（2010）は，高齢者における地域
活動への参加と 1 年後の抑うつリスクを検討した結果，地域活動に参加している者は，不
参加者と比べ，抑うつリスクが 0.23 倍となることを報告している．本課題においても先行
研究を支持する結果が得られ，世帯構成が独居世帯であっても地域活動への参加は抑うつ
予防に有効な手段となり得る可能性があると考えられる．一方，地域活動に参加していな
い非独居高齢者のオッズ比（調整モデル 2）は 1.27（95%CI: 0.89-1.82），地域活動に参加
している非独居高齢者のオッズ比（調整モデル 2）は 0.93（95%CI: 0.64-1.35）と有意な違
いを認めなかった． これまで独居高齢者は非独居高齢者よりも抑うつ傾向を有する割合が
高いことが報告されてきたが，地域活動に参加している独居高齢者は，配偶者や親族等と
同居している者と同程度の心理的健康を保持できる可能性があると考えられる． 
 高齢者において，社会交流は抑うつの関連因子として知られているが，独居高齢者は一
般的に社会交流が少ないとされる．本課題では，地域活動へ参加している独居高齢者は社
会交流の改善を介して心理的健康を保持しているのではないかという仮説を立て検討をお
こなった．本課題では，世帯構成や地域活動と社会交流の関連性を十分に検討はできてい
ないものの，仮説を支持する結果が得られたと考えられる．本課題における独居高齢者の
地域活動への参加の割合は 33.2%と，非独居高齢者は 32.9%と有意な違いはないが，非独
居高齢者と比べ，独居高齢者は地域活動への参加する割合が低いといった報告（久保ら, 
2014）があることより，地域活動への参加による抑うつ予防への恩恵を得ている独居高齢
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者はそれほど多くないと考えられる．今後は，独居高齢者の抑うつ予防を目指す取り組み
として，地域活動への参加を促進させる働きかけが一層求められる． 
 さらに本課題ではオリジナリティの 1 つとして，運動を伴う地域活動への参加と抑うつ
との関連性を検討した．その結果，地域活動に参加していない独居高齢者と比べ，運動を
伴う地域活動に参加している独居高齢者のみ抑うつ傾向に対するオッズ比（調整モデル 2）
が 0.42（95%CI: 0.21-0.79）と有意に低い値を示した．運動を伴わない地域活動に参加し
ている独居高齢者の抑うつ傾向に対するオッズ比（調整モデル 2）では 0.75（95%CI: 
0.47-1.21）と有意な違いを認めなかった．Kanamori et al（2014）は，運動やスポーツを
おこなうサークルに参加している高齢者は参加していない者と比べ，要介護発生リスクが
0.73 倍と低い値を示し，この値は趣味活動をおこなうサークルに参加している高齢者の要
介護発生リスク 0.84 倍よりも低いことを報告している．本課題の結果はこれを支持した上
で，特に独居高齢者においては運動を伴う地域活動が抑うつ予防に効果的な手段となり得
る可能性を示したと考えられる． 
内閣府（2014）の調査によると，60 歳以上の者が個人または友人と，あるいはグループ
や団体で自主的におこなわれているもので参加したい活動として，趣味，地域行事，生産・
就業などの複数の選択肢がある中で「健康・スポーツ」と回答した者の割合が 60 歳代で
50.2%，70 歳代で 44.1%と高い値を示していた．また，個人または友人と，あるいはグル
ープや団体で自主的に行われている活動に参加したものの満足度が最も高かった活動も
「健康・スポーツ」 であった．つまり高齢者において実践することが健康に直結するとい
ったイメージを抱きやすいスポーツ（運動）を伴う活動というのは取り組みやすい活動で
ある上に，満足度が高いことから継続しやすい活動である可能性も有している．このよう
に多くの高齢者が興味を抱きやすい活動である運動・スポーツは独居高齢者においても興
味を持ち，取り組みやすい活動である可能性も考えられるため，独居高齢者の地域活動へ
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の参加を促進させる際には，特に運動を伴う地域活動を提案することが効果的である可能
性が秘められている． 
 
第５節 結論 
 
 本課題では，地域在住高齢者の地域活動への参加と抑うつとの関連性を世帯構成および
運動を伴う地域活動に着目し検討をおこなった．その結果，地域活動に参加している独居
高齢者は，地域活動に参加していない独居高齢者よりも抑うつ傾向を有する可能性が有意
に低く，地域活動に参加しているおよびしていない非独居高齢者との間に差異を認めなか
った．さらに，運動を伴う地域活動参加している独居高齢者のみ，抑うつ傾向を有する可
能性が有意に低かった．以上より，独居高齢者の抑うつ予防を目指す取り組みの 1 つとし
て地域活動への参加を促進すること，特に運動を伴う地域活動への参加を推奨していくこ
とが期待される． 
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第Ⅹ章 研究課題２－２：地域在住高齢者における運動実践と抑うつとの関連
性 －世帯構成と運動仲間の有無に着目した検討－（横断的検討） 
 
第１節 緒言 
 
 研究課題 1 において，独居高齢者の抑うつ予防の重要性が確認された．良好なメンタル
ヘルスを保持する方法の 1 つに定期的な運動実践が挙げられる．コクランレビューによる
と，抑うつ改善を企図した運動実践は，薬物療法や心理療法には勝らないものの，小から
中程度の効果量の抑うつ改善効果が見込まれると報告されている（Cooney et al., 2013）．
そして，高齢者を対象としたシステマティックレビュー・メタ解析では，運動実践は抑う
つの改善にも効果的であることが示されている（Blake et al., 2009; Bridle et al., 2012）．
さらに近年では，運動を独りでおこなうのか，他者とおこなうのかといった運動仲間の有
無に着目した研究も報告されてきている．Takeda et al（2015）は，50-59 歳を対象に他者
と運動をおこなう場合のみ，運動をしない者と比べ，5 年後の抑うつ発症リスクが有意に低
いことを報告している．Kanamori et al（2018）は，高齢者のうち，運動を他者とおこな
う者は，運動をしない者と比べ，2 年後の抑うつ発症リスクが有意に低いことを報告してい
る．これらの結果には，運動を介した他者との社会交流が寄与していると推察される．独
居高齢者は，必然的に孤立しやすい環境下で生活を営んでおり，他者との交流頻度は明ら
かに少ないことが知られている（内閣府, 2011; 総務省, 2012）．したがって，特に独居高齢
者においては他者との運動実践が抑うつ予防に有効な手段となる可能性がある．しかし，
独居高齢者は 1 日の大半を独りで過ごしており，自身のタイミングで自由に運動に取り組
めるといった利点もあり，独居高齢者においてどのような運動実践が抑うつ予防に有効で
あるかは不明瞭である．この点を明らかにした先行研究は，著者の知る限り存在しない． 
そこで，本課題は，地域在住高齢者における運動実践と抑うつとの関連性について，世
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帯構成や運動仲間の有無に着目して検討することを目的とした．  
 
第２節 方法 
 
１．対象者 
  大藏研究室がかさまスタディの一環として大藏研究室と茨城県笠間市が共同となり，
2013 年 6 月に笠間市在住の要介護認定を受けていない全高齢者 16,870 名を対象に，2014
年 6 月に笠間市岩間地区在住の要介護認定を受けていない全高齢者 3,565 名を対象に自記
式質問票の郵送をおこない，2013 年は 10,339 名（回収率: 61.1%），2014 年が 2,020 名（回
収率: 56.7%）から回答が得られた．その後，回答が得られた者のうち，2017 年 8 月に要介
護認定を受けていない者 8,870 名を対象に追跡調査をおこない，6,539 名（回収率 73.7％）
から回答が得られた大規模調査のデータセットを活用し横断的検討をおこなった．本課題
は 2017 年 8 月の調査時に要介護認定を受けている者および申請している者（99 名），世帯
構成（19 名）や運動実践（859 名）に関する設問に欠損のあった者，既往歴に脳血管疾患
（31 名），認知症（26 名），精神疾患（48 名）を有していた者，計 1,282 名を除外し，5,257
名を分析対象者とした（図１３）． 
第Ⅹ章 課題２－２ 
100 
 
図１３ 課題 2－2 の分析対象者の選定手順 
 
２．測定項目 
 基本属性，心身機能の調査・測定項目については，「第Ⅳ章 第 1 節 調査・測定項目」に
前掲のとおりであった． 
運動実践に関する設問では，「自分ひとりで運動することがありますか」と「他者と一緒
に運動をすることがありますか」の 2 つの問いに対して，「ほとんどない」，「月 1-3 回」，「週
1 回」，「週 2-3 回」，「週 4 回以上」で回答を得て，独りで運動もしくは他者と一緒に運動の
どちらかで週 1 回以上実践している場合を「運動実践有り」とし，その他は「運動実践無
し」とした．独りで運動および他者と一緒に運動の両方に「月 1~3 回」と回答した際，週 1
回以上の運動実践頻度を有する可能性もあるが，これに該当した者 109 名（2.2%）を本課
題では「運動実践無し」に分類した．さらに運動実践と運動仲間を組み合わせた 3 群（運
2013年6月に笠間市在住の
要介護認定を受けていない
高齢者 16,870名
回答者10,339名
（回収率: 61.1%）
分析対象者5,257名
除外: 1,282名
・追跡調査時に要介護認定を受けている
および申請している者 99名
・世帯構成に欠損あり 19名
・運動実践に欠損あり 859名
・脳血管疾患に既往あり 31名
・認知症の既往あり 26名
・精神疾患の既往あり 48名
2014年6月に笠間市岩間地区
在住の要介護認定を
受けていない高齢者 3,565名
回答者2,020名
（回収率: 56.7%）
＜追跡調査＞
2017年8月に要介護認定を
受けていない高齢者
8,870名
回答者6,539名
（回収率: 73.7%）
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動非実践，独りでのみ実践，他者と実践）を作成し，分析に使用した．「独りでのみ実践」
は独りで運動実践している頻度が週 1 回以上かつ他者と運動実践している頻度が月 1-3 回
以下であり，「他者と実践」は独りで運動実践している頻度に関わらず，他者と運動実践し
ている頻度が週 1 回以上であり，その他は運動非実践となる． 
 
３．統計解析 
 分析対象者において欠損値が 0.8%（主観的経済状況）から 18.5%（身体機能）の範囲で
認められており，少なくとも 1 つ以上の欠損値を有した者は 2,106 名（34.6%）であった．
したがって，本課題では欠損バイアスを最小にするため，missing at random の仮定に基づ
き多重代入法を用いて欠損値を補完した．欠損値が代入されたデータセットは 20 通り作成
し Rubin のルールに従って推定値を統合した（Carpenter et al., 2013; Enders, 2010; 
Rubin, 1991; 2004）． 
多重代入法による欠損値補完の結果を確認するために，欠損値を有さない対象者（以下，
完全データと記す）と欠損値を有した対象者（以下，欠損データと記す）の基本属性をカ
イ二乗検定で比較した．その後，完全データにおける基本属性の比較するためカイ二乗検
定で比較し，有意な群間差を認めた場合には残差分析をおこなった． 
世帯構成および運動実践と抑うつとの関連性の検討には，ロジスティック回帰分析を用
い，オッズ比と 95%CI を算出した．従属変数は抑うつ傾向とし，独立変数には，①世帯構
成，②運動実践の有無，③運動仲間の有無，④世帯構成と運動実践の組み合わせ（独居×
運動実践，独居×運動非実践，非独居×運動実践，非独居×運動非実践），⑤世帯構成と運
動仲間の組み合わせ（独居×運動非実践，独居×独りでのみ実践，独居×他者と実践，非
独居×運動非実践，非独居×独りでのみ実践，非独居×他者と実践）とし，共変量には，
年齢，性，教育歴，主観的経済状況，情緒的サポートの受領・提供，身体機能，認知機能
を投入した． 
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第３節 結果 
 
１．完全データと欠損データの基本属性の比較 
完全データと欠損データの基本属性の比較を表 17 に示した．分析対象者のうち，独居高
齢者は 829 名（13.6%）であった．欠損データは，完全データと比して高齢，女性，独居，
主観的経済状況で苦しいと感じる，IADL 能力低下，身体機能低下，認知機能低下，抑うつ
傾向を有する割合が有意に高く，運動実践，高等学校以上の教育歴，情緒的サポート受領・
提供，既往歴（高血圧症，脂質異常症）を有する割合が有意に低かった．運動実践と運動
仲間の組み合わせにおいて有意な群間差を認めたために，残差分析をおこなった．結果，
欠損データは「運動非実践」の割合が有意に高く，「独りでのみ実践」および「他者と実践」
の割合が有意に低かった． 
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表１７ 完全データと欠損データの比較
P値
年齢, 75歳以上 53.4 (2122) 70.1 (1476) P< 0.01 0.0 (0)
性, 女性 50.3 (1999) 60.0 (1263) P< 0.01 0.0 (0)
世帯構成, 独居 12.9 (513) 15.0 (316) P< 0.05 0.0 (0)
運動実践, 有り 57.5 (2285) 44.9 (578) P< 0.01 0.0 (0)
運動実践と運動仲間の組み合わせ
　非実践 42.5‡ (1686) 55.1† (708)
　独りでのみ実践 31.7† (1257) 27.1‡ (348) P< 0.01 0.0 (0)
　他者と実践 25.9† (1028) 17.9‡ (1258)
body mass index, 25.0kg/m
2以上 21.9 (871) 23.4 (375) 0.232 8.3 (504)
教育歴, 高等学校以上 74.3 (2951) 57.1 (1131) P< 0.01 2.1 (125)
主観的経済状況, 苦しい 15.5 (617) 19.4 (398) P< 0.01 0.8 (125)
情緒的サポート受領, 有り 98.5 (3913) 97.6 (1991) P< 0.05 1.1 (66)
情緒的サポート提供, 有り 89.1 (3540) 81.9 (1433) P< 0.01 5.9 (357)
既往歴
　高血圧症, 有り 49.3 (1959) 46.3 (975) P< 0.05 0.0 (0)
　脂質異常症, 有り 21.6 (857) 16.6 (350) P< 0.01 0.0 (0)
　糖尿病, 有り 14.3 (569) 13.8 (290) 0.552 0.0 (0)
　悪性腫瘍, 有り 13.6 (542) 12.2 (256) 0.101 0.0 (0)
　外傷・骨折, 有り 17.3 (686) 16.0 (338) 0.224 0.0 (0)
　関節痛・神経痛, 有り 20.4 (809) 20.4 (430) 0.967 0.0 (0)
手段的日常生活動作能力低下, 該当 24.3 (966) 32.1 (577) P< 0.01 5.0 (306)
身体機能低下, 該当 14.6 (581) 20.3 (199) P< 0.01 18.5 (1127)
認知機能低下, 該当 34.1 (1353) 40.9 (737) P< 0.01 5.0 (306)
抑うつ傾向, 該当 23.2 (921) 31.5 (515) P< 0.01 7.7 (470)
†: 残差分析の結果, p<0.05かつ残差が正であったことを示す．
‡: 残差分析の結果, p<0.05かつ残差が負であったことを示す．
分析対象者(n=5257)
欠損率(欠損数)
完全データ
(n=3971)
%(n) %(n)
欠損値を有した対象者データ
(n=2106)
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２．完全データにおける独居高齢者と非独居高齢者の基本属性の比較 
 完全データにおける独居高齢者と非独居高齢者の基本属性の比較を表 18 に示した．完全
データにおいて独居高齢者は非独居高齢者に比べ，高齢，女性，主観的経済状況で苦しい，
身体機能低下，抑うつ傾向を有する割合が有意に高く，高等学校以上の教育歴，情緒的サ
ポートの提供，糖尿病の既往，IADL 能力低下を有する割合が有意に低かった．運動実践と
運動仲間の組み合わせにおいて有意な群間差を認めたため，残差分析をおこなった．結果，
独居高齢者は「独りでのみ実践」の割合が有意に高かった．その他の項目では有意な群間
差が認められなかった． 
 
表１８ 完全データにおける独居高齢者と非独居高齢者の比較
P値
年齢, 75歳以上 63.9 (328) 51.9 (1794) P< 0.01
性, 女性 68.2 (350) 47.7 (1649) P< 0.01
運動実践，有り 60.8 (312) 57.1 (1973) 0.108
運動実践と運動仲間の組み合わせ
　非実践 39.2 (201) 42.9 (1485)
　独りでのみ実践 37.8† (194) 30.7‡ (1063) P< 0.05
　他者と実践 23.0 (118) 26.3 (910)
body mass index, 25.0kg/m
2以上 20.9 (107) 22.1 (764) 0.528
教育歴, 高等学校以上 71.2 (365) 74.8 (2586) P< 0.05
主観的経済状況, 苦しい 19.5 (100) 15.0 (517) P< 0.05
情緒的サポート受領, 有り 97.7 (501) 98.7 (3412) 0.075
情緒的サポート提供, 有り 83.2 (427) 90.0 (3113) P< 0.01
既往歴
　高血圧症, 有り 48.9 (251) 49.4 (1708) 0.844
　脂質異常症, 有り 23.2 (119) 21.3 (738) 0.341
　糖尿病, 有り 11.7 (60) 14.7 (509) P< 0.05
　悪性腫瘍, 有り 13.1 (67) 13.7 (475) 0.677
　外傷・骨折, 有り 16.0 (82) 17.5 (604) 0.407
　関節痛・神経痛, 有り 23.2 (119) 20.0 (690) 0.089
手段的日常生活動作能力低下, 該当 16.0 (82) 25.6 (884) P< 0.01
身体機能低下, 該当 17.9 (92) 14.1 (489) P< 0.05
認知機能低下, 該当 34.7 (178) 34.0 (1175) 0.749
抑うつ傾向, 該当 34.5 (177) 21.5 (744) P< 0.01
†: 残差分析の結果, p<0.05かつ残差が正であったことを示す．
‡: 残差分析の結果, p<0.05かつ残差が負であったことを示す．
完全データ
(n=3971)
独居(n=513) 非独居(n=3458)
%(n) %(n)
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３．独居高齢者における運動実践頻度（運動仲間の有無別） 
 独居高齢者における運動実践していない者，独りでのみ運動実践している者，他者と運
動実践している者の運動実践頻度を表 19 に示した．運動実践していない独居高齢者は 201
名であった．独りでのみ運動実践している独居高齢者は 194 名であり，そのうち週 4 回以
上運動実践している者は 54.3%であった．他者と運動実践している独居高齢者は 118 名で
あり，独りと他者との運動実践を合わせた頻度が週 4 回以上の者は 72.1%であった． 
 
 
表１９ 独居高齢者における運動実践頻度（運動仲間の有無別）
ほとんどない 月1-3回 週1回 週2-3回 週4回以上
ほとんどない 77.6%, 156名 5.5%, 11名
月1-3回 13.4% , 27名 3.5%, 7名
週1回 7.7%, 15名 3.1%, 6名
週2-3回 27.8%, 54名 8.2%, 16名
週4回以上 44.8%, 87名 8.2%, 16名
ほとんどない 3.4%, 4名 15.3%, 18名 6.8%, 8名
月1-3回 0.8%, 1名 3.4%, 4名 2.5%, 3名
週1回 0.0%, 0名 0.8%, 1名 0.0%, 0名
週2-3回 4.2%, 5名 15.3%, 18名 1.7%, 2名
週4回以上 5.9%, 7名 17.8%, 21名 22.0%, 26名
非実践（201名）
独りでのみ実践
（194名）
他者と実践
(118名）
他者との運動実践頻度
独
り
で
の
運
動
実
践
頻
度
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４．世帯構成および運動実践と抑うつとの関連性 
 世帯構成および運動実践と抑うつとの関連性の結果を表 20 に示した．抑うつ傾向に対す
るオッズ比は非独居高齢者と比べ，独居高齢者で 1.51（95%CI：1.26-1.82）と有意に高い
値を示した．運動実践してない者と比べ，運動実践している者は 0.69（95%CI：0.60-0.80）
と有意に低い値を示した．運動実践してない独居高齢者と比して，オッズ比は運動実践し
ている独居高齢者で 0.60（95%CI：0.43-0.84），運動実践してない非独居高齢者で 0.60
（95%CI：0.46-0.79），運動実践している独居高齢者で 0.43（95%CI：0.33-0.56）と有意
に低い値を示した． 
 
 
  
表２０ 世帯構成および運動実践と抑うつとの関連性
P値
世帯構成
　非独居高齢者 Ref
　独居高齢者 1.51 (1.26-1.82) P<0.01
運動実践
　非実践 Ref
　実践 0.69 (0.60-0.80) P<0.01
世帯構成と運動実践の組み合わせ
　独居高齢者×非実践 Ref
　独居高齢者×実践 0.60 (0.43-0.84) P<0.05
　非独居高齢者×非実践 0.60 (0.46-0.79) P<0.01
　非独居高齢者×実践 0.43 (0.33-0.56) P<0.01
オッズ比（95%信頼区間)
Ref: リファレンス
欠損データに対して多重代入法をおこなった結果を示す．
共変量: 年齢, 性, 教育歴, 主観的経済状況, 情緒的サポートの受領・提供, 身体機能,  認知機
能を調整した．
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５．世帯構成および運動仲間と抑うつとの関連性 
運動仲間の組み合わせと抑うつとの関連性，世帯構成と運動仲間の組み合わせと抑うつ
との関連性を確認した結果を表 21・図 14・15 に示した．抑うつ傾向に対するオッズ比は，
運動していない者を基準とした際，独りでのみ運動実践している者で 0.73（95%CI: 
0.61-0.86），他者と運動実践している者で 0.66（95%CI: 0.55-0.80）と有意に低い値を示し
た．また，独りでのみ運動実践している者を基準とした際は，運動していない高齢者のオ
ッズ比は 1.38（95%CI: 1.17-1.63）と有意に高い値を示したものの，他者と実践している
者では 0.91（95%CI: 0.74-1.12）と有意な値を示さなかった． 
次いで，世帯構成に着目した検討では，運動実践していない独居高齢者を基準とした際
の抑うつ傾向に対するオッズ比は，独りでのみ運動実践している独居高齢者で 0.62
（95%CI：0.42-0.91），他者と運動実践している独居高齢者で 0.56（95%CI：0.36-0.88），
運動実践していない非独居高齢者で 0.60（95%CI：0.46-0.79），運動を独りでのみ実践し
ている非独居高齢者で 0.44（95%CI：0.33-0.59），運動を他者と実践している非独居高齢
者で 0.41（95%CI：0.30-0.56）と有意に低い値を示した． 
さらに，運動を独りで実践している独居高齢者を基準とした際，抑うつ傾向に対するオ
ッズ比は，運動実践していない独居高齢者で 1.61（95%CI：1.10-2.38）と有意に高い値を
示したが，他者と実践している独居高齢者で 0.90（95%CI：0.55-1.48），運動実践してい
ない非独居高齢者で 0.98（95%CI：0.72-1.33）と有意な値を示さなかった．一方，運動を
独りでのみ実践している非独居高齢者のオッズ比は 0.71（95%CI：0.52-0.98），運動を他
者と実践している非独居高齢者のオッズ比は 0.66（95%CI：0.47-0.93）と有意に低い値を
示した． 
 
 
第Ⅹ章 課題２－２ 
108 
表
２
１
 世
帯
構
成
お
よ
び
運
動
仲
間
と
抑
う
つ
傾
向
と
の
関
連
性
P
値
P
値
運
動
実
践
と
運
動
仲
間
の
組
み
合
わ
せ
　
非
実
践
R
e
f
1
.3
8
(1
.1
7
-1
.6
3
)
P
<
0
.0
1
　
独
り
で
の
み
実
践
0
.7
3
(0
.6
1
-0
.8
6
)
P
<
0
.0
1
R
e
f
　
他
者
と
実
践
0
.6
6
(0
.5
5
-0
.8
0
)
P
<
0
.0
1
0
.9
1
(0
.7
4
-1
.1
2
)
0
.3
8
1
世
帯
構
成
・
運
動
実
践
と
運
動
仲
間
の
組
み
合
わ
せ
　
独
居
高
齢
者
・非
実
践
R
e
f
1
.6
1
(1
.1
0
-2
.3
8
)
P
<
0
.0
5
　
独
居
高
齢
者
・独
り
で
の
み
実
践
0
.6
2
(0
.4
2
-0
.9
1
)
P
<
0
.0
5
R
e
f
　
独
居
高
齢
者
・他
者
と
実
践
0
.5
6
(0
.3
6
-0
.8
8
)
P
<
0
.0
5
0
.9
0
(0
.5
5
-1
.4
8
)
0
.6
8
7
　
非
独
居
高
齢
者
・非
実
践
0
.6
0
(0
.4
6
-0
.7
9
)
P
<
0
.0
1
0
.9
8
(0
.7
2
-1
.3
3
)
0
.8
7
5
　
非
独
居
高
齢
者
・独
り
で
の
み
実
践
0
.4
4
(0
.3
3
-0
.5
9
)
P
<
0
.0
1
0
.7
1
(0
.5
2
-0
.9
8
)
P
<
0
.0
5
　
非
独
居
高
齢
者
・他
者
と
実
践
0
.4
1
(0
.3
0
-0
.5
6
)
P
<
0
.0
1
0
.6
6
(0
.4
7
-0
.9
3
)
P
<
0
.0
5
オ
ッ
ズ
比
（
9
5
%
信
頼
区
間
)
オ
ッ
ズ
比
（
9
5
%
信
頼
区
間
)
R
e
f:
 リ
フ
ァ
レ
ン
ス
欠
損
デ
ー
タ
に
対
し
て
多
重
代
入
法
を
お
こ
な
っ
た
結
果
を
示
す
．
共
変
量
: 
年
齢
, 
性
, 
教
育
歴
, 
主
観
的
経
済
状
況
, 
情
緒
的
サ
ポ
ー
ト
の
受
領
・提
供
, 
身
体
機
能
, 
 認
知
機
能
を
調
整
し
た
．
第Ⅹ章 課題２－２ 
109 
0
.0
0
0
.2
0
0
.4
0
0
.6
0
0
.8
0
1
.0
0
1
.2
0
高 低
（
O
R
）
re
f.
＊
非
実
践
＊
非
独
居
独
居
共
変
量
：
年
齢
，
性
，
教
育
歴
，
主
観
的
経
済
状
況
，
情
緒
的
サ
ポ
ー
ト
の
受
領
・
提
供
，
身
体
機
能
，
認
知
機
能
*
: 
P
<
0
.0
5
0
.6
2
0
.4
4
＊ 0.
5
6
＊ 0.
6
0
＊ 0.
4
1
独
り
他
者
非
実
践
独
り
他
者
抑 う つ 傾 向 を 有 す る 可 能 性 図
１
４
世
帯
構
成
お
よ
び
運
動
実
践
と
抑
う
つ
と
の
関
連
性
（
運
動
し
て
い
な
い
独
居
高
齢
者
を
リ
フ
ァ
レ
ン
ス
と
し
た
場
合
）
第Ⅹ章 課題２－２ 
110 
0
.0
0
0
.5
0
1
.0
0
1
.5
0
2
.0
0
高 低
（
O
R
）
re
f.
＊
非
実
践
＊
非
独
居
独
居
1
.6
1
0
.7
1
0
.9
0
0
.9
8
＊ 0.
6
6
独
り
他
者
非
実
践
独
り
他
者
抑 う つ 傾 向 を 有 す る 可 能 性 図
１
５
世
帯
構
成
お
よ
び
運
動
実
践
と
抑
う
つ
と
の
関
連
性
（
独
り
で
運
動
し
て
い
る
独
居
高
齢
者
を
リ
フ
ァ
レ
ン
ス
と
し
た
場
合
）
共
変
量
：
年
齢
，
性
，
教
育
歴
，
主
観
的
経
済
状
況
，
情
緒
的
サ
ポ
ー
ト
の
受
領
・
提
供
，
身
体
機
能
，
認
知
機
能
*
: 
P
<
0
.0
5
第Ⅹ章 課題２－２ 
111 
第４節 考察 
 
 本課題は，地域在住高齢者における運動実践と抑うつとの関連性について，世帯構成や
運動仲間の有無に着目し検討した． 
非独居高齢者と比べ，独居高齢者の抑うつ傾向に対するオッズ比は 1.51（95%CI: 
1.26-1.82）と有意に高い値を示した．多くの先行研究および研究課題 1－1 と 1－2 で，独
居高齢者は非独居高齢者よりも，抑うつを有する割合および抑うつ発症リスクが高いこと
が明らかとなっている（Abe et al., 2012; Fukunaga et al., 2012; Kikuchi et al., 2014)．本
課題では先行研究と一致した結果が得られ，独居高齢者における抑うつ予防の重要性が確
認された．そして，世帯構成に関わらず運動をおこなっている者の抑うつ傾向に対するオ
ッズ比は 0.69 （95%CI: 0.60-0.80）と有意に低い値を示した．Kanamori et al（2018）は，
週 2 日以上運動している高齢者は，運動していない者と比べ，2 年後の抑うつリスクが低か
ったことを報告し，運動実践が抑うつ予防に効果的である可能性を既に示されている．本
課題は，運動実践有りを週 1 日以上として検討した点は異なるが，先行研究を支持した結
果が得られた．今後は運動頻度に着目し，運動と抑うつ予防の用量反応関係を介入研究や
追跡研究で検証していく必要があると考えられる． 
本課題の一つのオリジナリティとして，独居高齢者における運動実践と抑うつとの関連
性を検討した点が挙げられる．その結果，運動していない独居高齢者と比べ，運動してい
る独居高齢者の抑うつ傾向に対するオッズ比は 0.60（95%CI: 0.43-0.84）と有意に低い値
を示した．したがって，独居高齢者の抑うつ予防において運動実践が有効である可能性が
ある．さらに，運動している独居高齢者のオッズ比は，運動してない非独居高齢者の同程
度のオッズ比 0.60（95%CI: 0.46-0.79）を示していた．研究課題 2－1 においても地域活動
に参加している独居高齢者の心理的健康は，参加していない独居高齢者よりも良好であり，
家族や親戚などと同居している者と同等である可能性があった．本課題の結果は，独居高
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齢者が非独居高齢者と同程度の心理的健康状態を保持するためには，地域活動への参加以
外に新たに定期的な運動実践も有用である可能性を追加したと考えられる．ただし，運動
している非独居高齢者はさらに良好な心理的良好を保持しており，世帯構成自体が抑うつ
に大きな影響を与えていると考えられる． 
さらに，本課題では，運動を独りでのみおこなう，他者と一緒におこなうといった運動
仲間の有無に着目し，独居高齢者の運動実践と抑うつとの関連性を検討した．その結果，
運動していない高齢者と比べ，抑うつ傾向に対するオッズ比は他者と運動している高齢者
のみならず，独りでのみ運動している高齢者においても有意に低い値を示した．Takeda et 
al（2015）や Kanamori et al（2018）は，運動を他者としている者のみ，運動していない
者と比べ，有意に抑うつリスクが低いと報告しているが，本課題の高齢者において，独り
でのみ運動している者も抑うつ傾向に対するオッズ比は運動していない者と比較し有意に
低い値を示した．また，独りでのみ運動している高齢者を基準とした際，他者と運動して
いる高齢者との間に有意な違いは認められず，先行研究とは異なる結果を示した．さらに
世帯構成を踏まえて検討をおこなった結果，運動をしていない独居高齢者と比べ，抑うつ
傾向に対するオッズ比は，運動を他者としている非独居高齢者が最も低く（OR: 0.41
（95%CI: 0.30-0.56）），次いで運動を独りでのみしている非独居高齢者（OR: 0.44（95%CI: 
0.33-0.59）），運動を他者としている独居高齢者（OR: 0.56（95%CI: 0.36-0.88）），運動を
していない非独居高齢者（OR: 0.60（95%CI: 0.46-0.79）），運動を独りでのみおこなってい
る独居高齢者（OR: 0.62（95%CI: 0.36-0.88））の順に有意に低い値を示していた．本課題
の独居高齢者において，独りでのみ運動している者も抑うつ傾向に対するオッズ比は運動
していない者と比較し有意に低い値を示しており，高齢者全体の結果と同様の傾向を示し
た．他方で，独りでのみ運動している独居高齢者を基準とした分析では，他者と運動して
いる独居高齢者との比較において統計的有意性は確認できなかった（OR: 0.90（95%CI: 
0.55-1.48））．よって本課題の結果からのみでは，独居高齢者において他者と運動している
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ことが独りでのみ運動をしていることよりも抑うつ予防に効果的であるとは言えない．し
たがって，独居高齢者の抑うつ予防に対しては，運動仲間の有無に関わらず運動を促進で
きる働きかけが求められる．一方，先行研究では運動は独りでおこなう場合に比べ，他者
とおこなう方が運動継続につながりやすいことが明らかになっている（Burke et al., 2006; 
Carron et al., 1996）．本課題では，運動継続に関する調査をおこなっていないが，独居高
齢者は非独居高齢者と比べ社会交流が乏しい集団であり，運動継続しにくいことも予想さ
れることから今後は運動継続といった視点から独居高齢者の運動仲間の有無について検討
することも重要な課題であると考えられる． 
本課題の結果は Takeda et al（2015）と Kanamori et al（2018）の先行研究の結果に基
づく仮説と異なったが，これは本課題における調査対象地域の特性や独居高齢者の特性が
影響していると考えられる．まず調査対象地域の特性について，佐々木ら（2015）は，高
齢者の抑うつ保有率には市町村間に 1.7 倍の地域差があることを報告し，Abe et al（2012）
は都市部の方が農村部よりも抑うつ度が高いことを示しており，都市部と農村部では高齢
者の抑うつ度が異なることを報告している．また，農村部と都市部では文化やインフラに
も差があるため，独りでの運動実践やグループでの運動実践の内容（種目や強度）も異な
ることが予想される．Kanamori et al（2018）の報告は都市部を対象であり，独りでのみ
運動をしている割合は 29.2%，他者と運動している割合は 45.2%であった．一方，本課題
は完全データをみた際，独りでのみ運動している割合は 31.7%，他者と運動している割合
は 25.9%と Kanamori et al（2018）と比べて，独りでのみ運動している割合が多く，他者
と運動している割合が少ないことが分かる．こうした調査対象地域の違いが結果に影響を
及ぼしている可能性がある．次に，本課題は，世帯構成別の検討を実施していない先行研
究（Kanamori et al., 2018; Takeda et al., 2015）とは異なり，独居高齢者に着目して運動
仲間の有無と抑うつとの関連性を検討した．独居高齢者は，睡眠時間を除いた生活時間に
占める独りでいた時間の割合が 76.5%（12 時間）と，非独居高齢者の 43.2%（6 時間 38 分）
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より長いことが知られる（内閣府, 2011）．つまり，独居高齢者は 1 日の大半を独りで過ご
しており，自分の都合の良いタイミングで運動をおこなうことができる集団でもあると推
測される．それを支持するように本課題では，運動実践と運動仲間の組み合わせをみた際，
独居高齢者は非独居高齢者に比して，運動を独りでのみ実践している者の割合が有意に高
かった．本課題において運動を独りでのみしている独居高齢者の 53.0%は，週 4 回以上独
りで運動をおこなっており，運動頻度が多く十分な運動機会を確保していた可能性がある．
つまり，本課題の結果はこうした運動頻度の多い独居高齢者の特性を反映し，それ故に独
りでのみ運動をしている独居高齢者であっても抑うつに対するオッズ比が低かった可能性
があると考えられる．  
健診事業等の調査は対象者が健康意識の高い者に偏りやすいことが報告されている（菅
ら, 2008; 吉田ら, 2008）．本課題では１行政地区における要介護認定を受けていない高齢者
を対象にした郵送調査を実施したため，健常者からフレイルまで幅広い身体機能水準，健
康意識の者を対象とすることが可能であった．一方で，郵送調査法は回答不足や誤った回
答に対する補完作業が困難なため，多くのデータ欠損が生じてしまう問題点がある．これ
に対して本課題では，データ欠損によるバイアスを最小限にするために多重代入法を用い，
郵送調査法の弱みを補った．少なくとも 1 つ以上の欠損値を有した対象者は，高等学校以
上の教育歴を有する割合が低く，主観的経済状況で苦しいと感じる割合，身体機能低下，
認知機能低下，抑うつ傾向を有する割合が高いといった，不健康に陥るリスクが高い集団
であった．従来の多くの研究で用いられているリストワイズ法は，欠損値を有する者を除
外して解析を進めるために，重大な選択バイアスが生じることが指摘されている．本課題
ではこれらの不健康に陥るリスクの高い者を分析から除外せずに結果を導き出すことがで
きた． 
本課題にはこうした強みがある一方で，いくつかの限界点を有する．まず，本課題は横
断研究から得られた知見であり，因果関係は不明瞭である．今後は縦断研究および介入研
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究によって，運動実践が独居高齢者の抑うつ予防に効果的か否かを検討する必要がある．
また，運動実践による抑うつへのポジティブな効果は，運動仲間の有無だけでなく，運動
の種目，強度，時間などによって異なるため，今後はこれら条件を加味した更なる検討が
求められる．  
 
第５節 結論 
 
 本課題は，高齢者における運動実践と抑うつとの関連性について，世帯構成と運動仲間
の有無に着目し検討した．その結果，独居高齢者では，独りで運動をおこなう者と他者と
運動をおこなう者の双方において抑うつ傾向を有する可能性が低いことが確認された．独
居高齢者の健康支援方策として，運動仲間の有無に関わらず運動できる環境づくりを推進
する必要がある．
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